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用語の定義 

本要求水準書における用語の定義は、以下に定めるところによる。 

  

用語 定義 

委託者 秋田市上下水道事業管理者をいう。 

委託者等 委託者および委託者が本業務の履行監視、モニタリング、

および技術的指導などのために発注する【仮称】下水道管

路維持管理包括業務委託履行監視業務委託を受注した者

（以下「履行監視受託者」という。）をいう。 

受託者 委託者と契約により本業務又は関連する業務を受注した

事業者をいう。 

関係法令等 本業務を履行する上で準拠、遵守しなければならない法

令、条例、規則等のことをいう。 

再委託 受託者が、関係法令等の許す範囲内において、業務の一部

を第三者へ委託することをいう。 

再委託先 受託者より再委託を受けた事業者のことをいう。 

電子記録媒体等 書面および各種文書を電子ファイル形式で作成したもの

およびそれをＤＶＤ、不特定多数の第三者が閲覧不可能な

クラウド等の電子記録媒体へ保存したものの両方又はそ

の一方のことをいう。 

指示 委託者の発議により、委託者等が受託者に対し、委託者の

所掌事務に関する方針、基準、計画等を示し、実施させる

ことをいう。 

承諾 受託者の発議により、受託者が委託者等に報告し、委託者

が了解することをいう。 

協議 

 

委託者と受託者が対等の立場で合議することをいう。 

提出 委託者等が受託者に対し、又は受託者が委託者等に対し、

業務に係る電磁的記録等を説明し、差し出すことをいう。 

報告 受託者が委託者等に対し、業務の状況又は結果について電

磁的記録等により説明し、知らせることをいう。 

連絡 委託者等と受託者の間で、業務に関し伝達すべき事項につ

いて、口頭、ファクシミリ、電子メール等の署名又は押印

が不要な手段により、互いに知らせることをいう。 



 
 

用語 定義 

法定点検 

 

 

法令等に基づいて行う下水道管渠等の点検のことをいう。

排水樋門樋管点検においては、河川の堤外地が計画高水位

より低い区域にある樋門等の点検のことをいう。 

通常点検 下水道管渠等の機能維持、劣化状況の把握等のため行う点

検のことをいう。排水樋門樋管点検においては、河川の堤

外地が計画高水位より高い区域にある樋門等の点検のこ

とをいう。 

専任 本業務内における責任者の兼務を不可とすることをいう。

ただし、秋田市が発注する他業務との兼務は妨げない。 

配置 受託者が本業務を遂行するために、必要な資格・経験を有

する職員を、当該業務の担当者として任命し、当該職務を

遂行させることをいう。 

ＰＰＰ代理人 本業務の契約について委託者と協議を行うほか、委託者か

ら支払われた報酬を構成員へ分配する者をいう。 

統括責任者 委託者との連絡窓口となり、本業務を統括的に管理、運営

するほか、本業務に限り一切の権限を行使する者をいう。 

業務責任者 個別の業務区分ごとに、当該業務の計画、実施、進捗管理、

品質および安全の確保ならびに委託者への報告について

責任を負う者をいう。 

管理技術者 コンサルタント業務に係る個別の業務区分ごとに、当該業

務の計画、設計、実施、進捗管理、品質および安全の確保

ならびに委託者への報告について責任を負う者をいう。 

照査技術者 管理技術者が実施した計画、設計、点検・調査結果、報告

書その他の成果品について、技術的妥当性、整合性および

誤記・漏れの有無等を第三者的立場から確認・照査し、そ

の結果に責任を負う者をいう。 

主任技術者 修繕業務（計画的修繕業務、緊急修繕（小破修繕））の計

画、実施、進捗管理、品質および安全の確保ならびに委託

者への報告について責任を負うほか、現場で管理する者を

いう。 
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第１章 総則 

１ 目的 

本業務は、秋田市上下水道局が所管している下水道管路施設等の維持管理に

係る業務（点検、調査、清掃、草刈、修繕、住民対応、問題解決、計画策定、

詳細設計、統括管理等）を一括して複数年にわたって委託することにより、下

水道管路施設に係る維持管理と更新の一体的マネジメントの実現を図り、業務

の効率化を図ることを目的とする。 

 

２ 適用範囲 

(1) 本要求水準書は、「秋田市下水道管路維持管理包括業務委託」に適用する。

受託者は、本要求水準書に従い、誠実かつ安全に業務を履行しなければなら

ない。 

(2) 業務の概要は、別紙「業務概要」に示すとおりである。 

(3) 本要求水準書および図面に疑義が生じた場合は、委託者と受託者との協

議により決定する。 

 

３ 事業期間 

本業務の事業期間は、以下のとおりとする。 

委託契約締結日の翌日から令和 19 年３月 31 日まで 

ただし、委託業務の開始日は、令和９年４月１日からとする。 

 

４ 費用の負担 

(1) 本業務の履行に当たり、委託者又は受託者が負担する費用は、別紙「委託

者又は受託者が負担する費用」に示すとおりとする。 

(2) 前号に掲げるもののほか、業務の検査等に伴う必要な費用は、本要求水準

書に明記のないものであっても、原則として受託者の負担とする。 

 

５ 秘密の保持 

本業務は、機密事項を取り扱うものであり、受託者には厳正な事務処理が求

められることから、業務に当たり、次の各号に示す事項を遵守しなければなら

ない。 

(1) 受託者は、本業務を遂行する上で知り得た委託者の機密事項を他人に知

らせ、又は不当な目的に使用してはならない。契約終了後又はこの契約の解

除後も同様とする。 

(2) 受託者は、本委託業務の履行上必要な場合を除いて、その取り扱う委託者

の機密事項を第三者に提供してはならない。 
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(3) 受託者は、本業務の処理において取り扱う委託者の機密事項を利用の目

的の範囲を超えて利用してはならない。 

(4) 受託者は、本業務の処理において取り扱う委託者の機密事項を当該事務

処理の用以外の目的で複写又は複製をしてはならない。 

(5) 受託者は、本業務が終了した場合は、委託者が業務の処理のために提供し

ていた委託者の機密事項が記録された資料を委託者に返還しなければなら

ない。 

(6) 本業務の実施により得られた資料および成果の所有は委託者に帰属する

ものとし、受託者は、委託者の承諾なくこれらを公表してはならない。 

 

６ 関係法令等の遵守 

(1) 受託者は、本業務の実施に当たり、「秋田市上下水道局下水道工事共通仕

様書（令和８年４月１日以降適用）」に掲げる法令のほか、関係法令等を遵

守しなければならない。 

(2) 受託者が使役する全ての使用人等に対する関係法令等の運用および適用

は、受託者の責任と負担において行わなければならない。なお、建設業退職

金共済制度および建設労災補償共済制度に伴う運用については、受託者の責

任において行うこと。 

 

７ 中立性の堅持 

受託者は、常に中立性を堅持するよう努めなければならない。 

 

８ 公益確保の義務 

受託者は、業務に当たっては、公益の安全、環境その他の公益を害すること

のないよう努めなければならない。 

 

９ 不誠実な行為等の禁止 

(1) 受託者は、礼節を守り、秩序ただしい言動および身だしなみに注意すると

ともに、応接に際しては、親切、丁寧を心掛けて迅速に対応しなければなら

ない。 

(2) 受託者に違反又は委託者等の指示に従わない等の不誠実な行為が確認さ

れた場合、受託者は委託者等からの改善指示に基づき、改善計画を提出し、

迅速に改善を図らなくてはならない。その後も改善が認められなかった場合

には、使用人等の変更を行うものとする。 

 

10 提出書類 
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(1) 受託者は、業務の履行開始前に、業務計画書等の委託者等が指示する書類

を提出し、その承諾および身分証明書の発行を受けた上で本業務を開始しな

ければならない。各書類の様式は委託者等の指示および協議により定めるも

のとする。 

(2) 提出した書類の内容を変更する必要が生じた場合は、直ちに変更届（変更

版）を委託者等に提出しなければならない。 

(3) 受託者は、業務の履行開始以降、本業務の実施期間中において、委託者等

が指示する書類がある場合は提出しなければならない。 

(4) 受託者は、本業務が完了したときは、業務完了報告書等の委託者等が指示

する書類を速やかに提出しなければならない。 

(5) 受託者は、前各号の提出書類のほか、委託者等が指示した書類は、指定し

た期日までに提出しなければならない。 

 

11 官公署等への手続 

(1) 受託者は、本業務の履行期間中、関係官公署その他の関係機関との連絡を

保たなければならない。 

(2) 受託者は、本業務の実施に当たり、受託者が行うべき関係官公署その他の

関係機関への届出等を受託者の責任と負担において、速やかに関係法令等の

定めるところにより行わなければならない。なお、届出等に先立ち、その内

容を事前に委託者等に報告しなければならない。また、委託者等が行うべき

届出等は、受託者は書類作成および手続等に協力しなければならない。 

(3) 受託者は、関係官公署等との協議を必要とする場合又は協議を受けた場

合は、誠意をもってこれに当たり、この内容を遅滞なく報告しなければなら

ない。 

(4) 受託者は、本業務の実施に当たり、民有地等に立入りを行う場合は、占用

者および管理者もしくは所有者の承諾を得なければならない。 

 

12 業務実施体制 

(1) 受託者は、速やかに別紙「業務実施体制」に定める体制を整えなければな

らない。 

(2) 受託者は、本業務を実施するに当たり、別紙「業務実施体制」に示すもの

のほか、関係法令等に基づき、本業務の実施に必要な有資格者を配置しなけ

ればならない。 

 

13 再委託 

(1) 受託者は、業務を再委託する場合は、業務の履行に先立ち、再委託先の名
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称、再委託の種類、金額、期間、範囲および理由ならびに再委託先に対する

指導方法等について、書面により委託者等に届け出なければならない。また、

業務の履行期間中に再委託先を変更する場合も同様とする。 

(2) 受託者は、業務を再委託する場合は、再委託先に、この契約に基づく一切

の義務を遵守させるとともに、委託者に対して、再委託先の全ての行為およ

びその結果について責任を負うものとする。 

(3) 受託者は、業務を再委託する場合は、再委託先との契約において、再委託

先を監督するための手続および方法について具体的に規定しなければなら

ない。 

(4) 受託者は、業務を再委託する場合は、再委託先における履行状況を管理す

るとともに、委託者等の求めに応じて、その状況を速やかに報告しなければ

ならない。 

(5) 委託者等は、業務の実施に当たり、著しく不適当であると認められる再委

託先について、交代を命ずることがある。この場合、受託者は直ちに必要な

措置を講じなければならない。 

 

14 業務責任者等および業務従事者の配置  

(1) 受託者は、本業務の履行のために必要な人員を配置しなければならない。 

なお、各年度の６月１日から９月 30 日までの期間においては、２班体制

で住民対応業務等を実施しなければならない。 

(2) 受託者は、本業務の契約について委託者と協議を行うとともに委託者か

ら支払われた報酬を構成員へ分配するため、ＰＰＰ代理人を専任しなければ

ならない。なお、ＰＰＰ代理人は以下のアの条件を満たす者でなければなら

ない。 

ア 代表となる構成員と直接雇用関係を有し、雇用期間に定めのない雇用契

約の社員であり、かつ、入札参加資格確認申請日において引き続き３か月

以上の雇用関係がある者 

(3) 受託者は、業務全体を一元的に統括管理するための統括責任者を１名専

任しなければならない。また、統括責任者とＰＰＰ代理人は、兼務してもよ

いこととするが、統括管理業務以外の業務責任者、管理技術者、照査技術者

又は主任技術者との兼務は行ってはならない。なお、統括責任者は以下のア

の条件を満たし、加えてイ又はウの条件を満たす者でなければならない。 

ア 当該業務を実施する構成員と直接雇用関係を有し、雇用期間に定めのな

い雇用契約の社員であり、かつ、入札参加資格確認申請日において引き続

き３か月以上の雇用関係がある者 

イ 建設業法第 27 条に基づく認定を受けた「１級もしくは２級土木施工管



5 
 

理技士」、下水道法（昭和 33 年法律第 79 号）第 22 条の有資格者、地方共

同法人日本下水道事業団の「下水道管理技術認定（管路施設）」の合格認

定者、公益社団法人日本下水道管路管理業協会認定の「下水道管路管理総

合技士」もしくは「下水道管路管理主任技士」の資格を有する者又は技術

士法（昭和 58 年法律第 25 号）第 32 条に基づく登録を受けた「技術士（総

合技術監理部門（下水道）又は上下水道部門（下水道））」の資格を有する

者 

ウ 下水道管路施設の維持管理業務（調査、清掃又は管路の修繕に限る。）

に関する７年以上の実務経験を有する者 

(4) 受託者は、統括責任者を補佐するため、副統括責任者を必要に応じて配置

することができる。副統括責任者は、業務に従事する者の技術上の指導監督

を行うとともに、統括責任者の不在時にその業務を代行しなければならない。

なお、副統括責任者は以下の条件を全て満たす者でなければならない。 

ア 当該業務を実施する構成員と直接雇用関係を有し、雇用期間に定めのな

い雇用契約がある者 

イ 建設業法第 27 条に基づく認定を受けた「１級もしくは２級土木施工管

理技士」、下水道法第 22 条の有資格者、地方共同法人日本下水道事業団の

「下水道管理技術認定（管路施設）」の合格認定者、公益社団法人日本下

水道管路管理業協会認定の「下水道管路管理総合技士」もしくは「下水道

管路管理主任技士」の資格を有する者又は技術士法第 32 条に基づく登録

を受けた「技術士（総合技術監理部門（下水道）又は上下水道部門（下水

道））」の資格を有する者 

ウ 下水道管路施設の維持管理業務（調査、清掃又は管路の修繕に限る。）

に関する５年以上の実務経験を有する者。 

(5) 受託者は、修繕業務の実施においては、建設業法等の定めに従い、各構成

員が必要な主任技術者を配置することとする。なお、主任技術者の専任要件

等については、秋田市上下水道局下水道工事共通仕様書（令和８年４月１日

以降適用）に定めるところによる。 

(6) 受託者は、点検、調査等の現場作業を実施する場合は、酸素欠乏・硫化水

素危険作業主任者又は第２種酸素欠乏危険作業主任者の資格を有する者を

１名以上現場に配置しなければならない。 

(7) 受託者は、排水樋門樋管の法定点検の実施においては、以下に掲げる条件

を満たす管理技術者を配置しなければならない。 

ア 技術士（総合技術監理部門（河川、砂防及び海岸・海洋）又は建設部門

（河川、砂防及び海岸・海洋））の資格を有する者 

イ 排水樋門樋管点検業務もしくは同種業務に従事した実績を有し、かつ、
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当該業務内容に良く精通していること又は同等の経歴を有すること。 

(8) 受託者は、計画業務を実施する者として、以下に掲げる条件を満たす管理

技術者および照査技術者を配置しなければならない。ただし、管理技術者と

照査技術者は兼ねることができない。 

ア 管理技術者については、技術士（総合技術監理部門（下水道）又は上下

水道部門（下水道））の資格を有する者、照査技術者については、技術士

（総合技術監理部門（下水道）又は上下水道部門（下水道））の資格を有す

る者 

イ 管理技術者については、ストックマネジメント計画（長寿命化計画を含

む。）の策定業務において管理技術者又は照査技術者として従事した経験

を有すること。 

(9) 受託者は、設計業務を実施する者として、以下に掲げる条件を満たす管理

技術者および照査技術者をもって、秩序正しく業務を行わせるとともに、そ

のほか高度な技術を要する部門については、相当の経験を有する技術者を配

置しなければならない。ただし、管理技術者と照査技術者は兼ねることがで

きない。なお、管理技術者は、業務の全般にわたり技術的管理を行わなけれ

ばならないとともに、主要な設計協議および現地調査に出席しなければなら

ない。 

ア 技術士（総合技術監理部門（下水道）もしくは上下水道部門（下水道））、

シビルコンサルティングマネージャー（下水道）又は建設コンサルタント

登録規程（昭和 52 年建設省告示第 717 号）第３条第１号ロに該当するも

の（下水道に限る。）のいずれかの資格を有する者 

(10) 配置する技術者の資格要件として、本書の別紙「配置技術者の資格要件」

に示す。 

(11) 受託者は、配置する業務責任者および有資格者について、原則として継

続して配置するものとする。ただし、退職、異動、疾病その他やむを得な

い事由により変更が必要となった場合は、委託者の承認を得た上で、同等

以上の資格、経験および能力を有する者を配置することができる。 

 

15 業務従事者名簿の提出 

受託者は、本業務の実施に当たり、業務従事者名簿を作成し、速やかに委託

者等に提出しなければならない。 

 

16 身分証明書の携帯 

(1) 受託者は、「身分証明書交付願」により身分証明書の交付を受けなければ

ならない。ただし、委託者が不要と認めた場合はこの限りでない。 
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(2) 受託者は、本業務を実施している間、身分証明書を常時携帯し、関係者か

らの請求があったときはこれを提示しなければならない。 

(3) 受託者は、本業務完了後、身分証明書を返還するものとする。 

 

17 地域住民等との協調 

(1) 受託者は、業務の実施に当たり、地域住民等に業務内容を説明し、理解と

協力を得るとともに、可能な限り障害の軽減を図り、紛争等が生じないよう

に努めなければならない。 

(2) 受託者は、地域住民等から苦情又は要望等があった場合は、遅滞なく委託

者等に連絡の上、その指示を受けるとともに、誠意を持って対応し、その結

果を速やかに報告しなければならない。 

(3) 受託者は、本委託業務において、如何なる理由があっても、地域住民等か

ら報酬又は手数料等を受け取ってはならない。使用人および再委託先等につ

いても同様とし、当該行為について十分指導、監督すること。 

(4) 使用人および再委託先等が前号の行為を行った場合は、受託者がその責

を負うこと。 

(5) 本業務の実施において、地域住民等との間に紛争等が生じた場合、受託者

がそれを解決しなければならない。 

 

18 協力義務 

(1) 受託者は、関連業務の受託者等と相互に協力し、業務を実施しなければな

らない。また、他事業者が実施する関連業務が同時に実施される場合におい

ても、これら関係者と対等に連携し、協力しなければならない。 

(2) 受託者は、委託者が自ら又は委託者が指定する第三者が行う調査、試験、

検査等に対して、委託者の指示によりこれに協力しなければならない。 

 

19 損害賠償および保険の付保 

受託者は、本業務の履行に伴い生じた事故等により、委託者および第三者に

損害を及ぼした場合における損害賠償を担保するため、次により保険契約を締

結しなければならない。     

ア 適切な賠償責任保険に加入すること。     

イ 保険証書の写しを委託者に提出すること。 

 

20 業務計画書の作成 

(1) 受託者は、本業務の実施に当たり、業務計画書を作成し、委託者等の承諾

を受けなければならない。業務計画については業務全体として最適な工程と
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なるよう、ワークライフバランスや業務の平準化を念頭に計画すること。 

(2) 業務計画書には、以下の事項を記載すること。 

ア 業務概要 

イ 業務実施体制（組織図、職務分担、緊急連絡体制等） 

ウ 業務実施方針 

エ 年間実施計画 

オ 安全管理計画 

カ 品質管理計画 

キ 関係機関との協議・調整計画 

ク その他委託者が指示する事項 

(3) 業務計画書の内容に変更が生じた場合は、速やかに業務計画書の変更版

を委託者等に提出し、承諾を受けなければならない。  

 

21 定例報告会の実施 

(1) 受託者は、委託者等への定期的な報告を行うため定例報告会を開催しな

ければならない。  

(2) 定例報告会においては、受託者から業務の実施状況報告等を受けるほか、

必要に応じ、委託者等から業務における指示および報告等を行うものとする。 

(3) 定例報告会には、統括責任者が出席しなければならない。ただし、統括責

任者がやむを得ず出席できない場合は、副統括責任者が代行することができ

る。 

(4) 定例報告会は、月に１回程度開催することを基本とし、必要に応じて増減

できるものとする。 

 

22 打合せおよび記録 

(1) 受託者は、業務を適正かつ円滑に実施するため、委託者等と密接な連絡を

とり、必要な段階で打合せを行うものとし、その内容については、その都度、

打合せ記録簿を作成しなければならない。また、打合せ記録簿は速やかに委

託者等に提出し、その確認を受けなければならない。 

(2) 統括責任者は、重要な打合せには必ず出席しなければならない。 

(3) 受託者は、夏季休暇、年末年始休暇、大型連休等における緊急時の連絡責

任者を定め、緊急連絡表により委託者等に事前に報告しなければならない。 

 

23 業務を実施する場所 

(1) 受託者が業務を実施する主たる事務所として、委託者の施設である「川口

汚水中継ポンプ場（秋田市楢山登町 12－43）」を業務の履行期間内に限定し



9 
 

て使用できるものとする。ただし、使用に当たっては行政財産の使用許可申

請の手続を行うこと。なお、受託者が使用できる執務室および区域等は委託

者が別途指示するものとする。 

(2) 受託者は、委託者の施設である川口汚水中継ポンプ場（以下「事務所」と

いう。）を使用する場合は、善良なる管理者の注意をもって適切に管理しな

ければならない。また、本業務の目的外に使用してはならず、委託者の承諾

なく改造等を行ってはならない。 

(3) 受託者は、事務所を損傷、滅失等した場合は、直ちに委託者に報告しなけ

ればならない。この場合において、受託者の責めに帰すべき事由により事務

所が損傷、滅失等した場合は、委託者の指示に従い、速やかに原状復旧し、

又は損害を賠償しなければならない。 

(4) 本業務の履行期間が終了した場合は、受託者は、委託者の指定する期限ま

でに、受託者の負担において事務所を原状回復しなければならない。この場

合において、受託者が損害を被ることがあっても、委託者は補償の責めを負

わない。 

(5) 事務所の備品等については、委託者の承諾を得た上で使用することがで

きる。ただし、本業務の履行期間終了時に原状回復すること。また、当該備

品の故障等による修理、交換等の費用については、受託者の負担とする。 

(6) 受託者は、事務所の秩序の維持および整理整頓等に努めるとともに、火災

および盗難の防止に努めなければならない。 

(7) 受託者は、業務に関係のない者又は車両等を事務所敷地内に立入らせて

はならない。また、本業務に関係のない私物等を事務所敷地内に持ち込んで

はならない。 

(8) 受託者は、事務所敷地内において、指定された場所以外に車両等を駐車し

てはならない。 

(9) 受託者は、事務所では業務に専念し、業務に無関係な営業活動又は事務処

理等を行ってはならない。 

 

24 機材の準備 

業務の履行に必要な機材は、受託者の責任と負担において準備しなければな

らない。現場条件等を踏まえ、迅速な対応が取れるよう準備すること。 

 

25 貸与資料および貸与品 

(1) 委託者は、別紙「貸与資料等リスト」に示す資料および物品等を業務の実

施に必要の都度、受託者に貸与する。 

(2) 受託者は、前号の貸与を受けようとする場合は、事前に「資料・物品貸与
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申請書」を委託者に提出し、その承諾を得ること。また、貸与できる期間や

条件については、その都度協議すること。 

 

26 参考図書 

本業務の履行において参考とする図書は、別紙「参考図書」に記載された最

新版図書とする。なお、これ以外の図書に準拠する場合は、あらかじめ委託者

の承諾を得なければならない。 

 

27 業務履行上の提案 

本業務の履行については、国が示す下水道分野における「水の官民連携」ガ

イドライン第 3.0 版等の趣旨により、法令等に反しない限り、受託者のノウハ

ウ、知見、技術力等による確実な業務履行と業務量確保等のもと、公募型プロ

ポーザルにおける書類提出および提案段階等および業務実施中において、本要

求水準書の要旨に準じたうえで自由な業務実施方法等の提案を行うことがで

きる。 
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第２章 安全管理 

１ 一般事項 

(1) 受託者は、本業務の履行に当たり公衆災害、労働災害および物件損害等の

未然防止に努め、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）、酸素欠乏症等

防止規則（昭和 47 年労働省令第 42 号）、建設工事公衆災害防止対策要綱（国

土交通省）等の定めるところに従い、それらの防止に必要な措置を十分に講

ずること。 

(2) 作業中は、気象状況に十分注意を払い、豪雨出水、地震等が発生した場合

は、「５ 局地的な大雨等に対する安全管理」に従うとともに、直ちに対処

できるような対策を講じておくこと。また、地震等の災害が発生した場合に

備え、直ちに対応できるような対策を講じておくこと。 

(3) 事故防止を図るため、安全管理については、業務計画書に明示し、受託者

の責任において実施すること。 

(4) 受託者は、作業に当たっては下水道施設又はガス管等の付近では絶対に

裸火を使用しないこと。 

(5) 万一事故が発生したときは、緊急連絡体制に従い、直ちに委託者および関

係官公署に報告するとともに、必要な処理を講じること。 

(6) 前項の通報後、受託者は事故の原因、経過および被害内容を調査の上、そ

の結果を書面により直ちに委託者に届け出ること。 

 

２ 安全教育 

(1) 受託者は、本業務に従事する者に対して、定期的に労働安全衛生法に基づ

く教育その他当該業務に関する安全教育等を行い、業務従事者の安全意識の

向上を図ること。 

(2) 受託者は、労働省令で定める酸素欠乏危険作業に係る業務について、特別

な教育を行うこと。 

 

３ 労働災害防止 

(1) 受託者は、現場の作業環境を常に良好な状態に保ち、機械器具その他の設

備は常時点検し、作業に従事する者の安全を図ること。 

(2) マンホールや管きょ等に出入りし、又はこれらの内部で作業を行う場合

は、労働省令で定める酸素欠乏危険作業主任者の指示に従い、酸素欠乏空気

や有毒ガス等の有無を、作業開始前と作業中は常時測定し、換気等事故防止

に必要な措置を講ずるとともに、呼吸用保護具等を常備すること。なお、酸

素濃度および硫化水素濃度の測定結果は、記録、保存し、委託者が提示を求

めた場合は、その指示に従うこと。  
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(3) 作業中、酸素欠乏空気や有毒ガス等が発生した場合は、直ちに必要な措置

を講ずるとともに、委託者および他関係機関に緊急連絡を行い、その指示に

より、適切な措置を講ずること。 

(4) 資格を必要とする諸機械を取り扱う場合は、必ず有資格者を充て、かつ、

誘導員を配置すること。 

 

４ 公衆災害防止 

(1) 作業中は、常時、作業現場周辺の居住者および通行人の安全ならびに交通、

流水等の円滑な処理に努め、現場の保安対策を十分講ずること。 

(2) 作業現場には、業務内容を明示した標識を設けるとともに、夜間には十分

な照明および保安灯を施し、通行人および車両交通等の安全確保に努めるこ

と。 

(3) 作業区域内には、交通誘導警備員を配置し、車両および歩行者の誘導およ

び整理を行うこと。 

(4) 受託者は、道路上で作業を行う場合、受託者において所轄の警察署で道路

使用許可申請を行うとともに、道路使用許可条件を遵守すること。 

(5) 秋田県が指定する市内の路線において本業務に配置する交通誘導警備員

は、警備員等の検定等に関する規則（平成17年国家公安委員会規則第20号）

に基づき、交通誘導警備業務検定合格者（１級又は２級）を配置すること（警

備業者の警備員とする。）。なお、交通誘導警備員の配置ついて、道路状況等

により所轄警察署等の指示があった場合は、委託者と協議し、必要な箇所に

配置するものとする。また、受託者は、交通誘導警備業務検定合格証（写し）

を委託者に提出しなければならない。 

(6) 作業に伴う交通処理および保安対策は、本要求水準書に定めるところに

よるほか、関係官公署の指示に従い、適切に行うこと。 

(7) 前号の対策に関する具体的事項については、関係機関と十分協議して定

め、その協議結果を委託者等に報告すること。 

  

５ 局地的な大雨等に対する安全管理 

下水道管路施設等内においては、局地的な大雨等による急激な雨水流入によ

り、流速および水位が変動する可能性のある場所であることを考慮し、下水道

管路施設等内の水量が増水した後の対応のみならず、急激な増水が発生する前

に作業等を中止又は中断する等の予防的な対応も含め、受託者は下水道管路施

設等内での作業を安全に実施するための安全管理体制を確保すること。下水道

管路施設等内での作業等を実施する場合は、次の内容を遵守すること。 

(1) 下水道管路施設等内での作業を行う場合は、気象情報や降雨状況に注意
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し、安全の確保に努めること。 

(2) 下水道管路施設等内での作業を行う場合は、作業開始前に、作業内容、作

業時間、作業箇所の水位や流速および避難方法（情報の伝達体制を含む。）

等について、その都度ミーティングを実施し、安全管理の内容について業務

従事者全員に周知徹底するとともに、写真や書類等により記録すること。 

(3) 下水道管路施設等内に流水機能を阻害する構造物を設置しないこと。 

(4) 受託者は、次の標準的な中止基準を踏まえ、現場特性に応じた中止基準を

設定すること。特に、次のいずれかの場合には作業等を即時中止すること。 

ア 当該作業箇所又は上流域に洪水又は大雨の注意報・警報が発表された場

合 

イ 当該作業箇所又は上流域に降雨や雷が発生している場合又は発生した

場合 

(5) 受託者は、局地的な大雨等による増水に備えるため、次に示す内容を安全

管理計画として業務計画書に明記し、委託者等の承諾を得るとともに、その

内容について業務従事者全員へ周知徹底を図ること。なお、具体的な安全対

策等については、「局地的な大雨に対する下水道管渠内工事等安全対策の手

引き（案）」（国土交通省）を参考にすること 

ア 現場特性の事前把握 

イ 作業等の中止基準・再開基準の設定 

ウ 迅速に退避するための対応 

エ 日々の安全管理の徹底 

(6) 気象警報又は注意報のみならず、降雨状況等のリアルタイムの情報につ

いて、現場においても速やかに取得できる体制を構築するとともに、当該情

報を作業中止の判断に活用すること。 
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第３章 業務内容 

１ 一般事項 

(1) 作業に当たっては、管口を傷めないようにガイドローラ等を使用する等、

必要な保護措置を講じ、下水道管路施設等に損傷を与えないよう十分留意す

ること。 

(2) 作業に当たり、仮締切りを必要とする場合は、事前に委託者等の承諾を得

ること。 

  この仮締切りは、上流に溢水が起こらない構造で、かつ、作業中の安全が

確保されるものとすること。ただし、上流に溢水が生じる恐れが生じた場合

は、直ちにこれを撤去すること。 

(3) 受託者は、作業に当たり、騒音規制法（昭和 43 年法律第 98 号）、振動規

制法（昭和 51 年法律第 64 号）および秋田市公害防止条例（平成 9 年秋田市

条例第７号）等の公害防止関係法令に定める規制基準を遵守するために必要

な措置を講ずること。 

(4) 受託者が委託者等の指示に反して作業を続行した場合および委託者等が

事故防止上危険と判断した場合は、作業の一時中止を命ずることがある。 

(5) 作業に当たっては、道路その他の工作物を搬出泥土等で汚損させないこ

と。万一、汚損させた場合は、作業終了の都度、洗浄・清掃すること。 

(6) 作業終了後は、速やかに使用機器又は仮設物等を搬出し、下水道管路施設

等内に絶対に放置してはならない。また、作業箇所の清掃に努めること。 

(7) 作業の着手前に、現地の確認を十分に行い、近隣住民への作業のお知らせ

方法、交通対策、交通誘導警備員の配置、保安柵の設置および使用機材等を

検討し、その資料を委託者等に提出し、承諾を得てから着手すること。また、

所轄消防署および警察署等への届出を行うこと。 

(8) 受託者は、作業に当たり、必要な作業車両等を配置するとともに、事前に

作業車両の機種、能力、台数等を委託者等に届け出ること。 

(9) 本業務の履行に当たり、委託者等が事務所又は作業現場に常駐し、管理監

督を行う場合があり、委託者等からの助言・指導について、受託者は真摯に

対応しなければならない。 

(10) 委託者等は、必要に応じて、受託者の業務履行状況について随時報告を

求め、また、調査を行うことができる。 

（11）調査等の結果、緊急で対応が必要だと発覚した管路施設が見つかった場

合、速やかに委託者に報告し、修繕を行う。なお、改築が必要と判断される

場合は、委託者が対応する。 

(12) 本要求水準書に明記されていない事項で、業務の実施上、当然必要な事

項については、「秋田市上下水道局下水道工事共通仕様書（令和８年４月１
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日以降適用）」に準拠するものとする。  

 

２ 業務報告書等の作成 

(1) 年次業務報告書 

受託者は、毎年度開始日から 14 日以内に、前年度に履行した業務の内容

および進捗状況等を網羅した年次業務報告書を作成し、電子記録媒体等によ

り委託者等に提出しなければならない。 

年次業務報告書には、各業務の年間の業務報告を取りまとめることとし、

各業務の報告の内容については、各項目を参照すること。 

なお、年次業務報告書に記載する考察には、各業務の結果を踏まえ、委託

者の維持管理の一層の効率化および質の向上に資する提言を含めるものと

する。また、受託者が行う維持管理計画の見直し検討業務等に活用すること。 

(2) 月次業務報告書 

受託者は、毎月の５日までに前月分の月次業務報告書を作成し、電子記録

媒体等により委託者等に提出すること。 

月次業務報告書には、各業務の月間の業務報告を取りまとめることとし、

各業務の報告の内容等は、前号の年次業務報告書の内容に準ずること。  

 

３ 維持管理業務 

本業務は、委託期間内に実施する管路施設の維持管理業務である。また、詳

細な下水道管路施設の位置は下水道台帳によるものとする。 

(1) 点検業務（マンホール等） 

本業務は、別紙「業務概要」で指示する下水道管路施設について、異常箇

所を早期に発見するために行うことを目的に、「(3) 調査業務」の対象管渠

の前後のマンホールと、別紙「特記仕様書１」で指示する５年に１回の点検

が必要な腐食の恐れが大きい箇所のマンホール等について、地上部、マンホ

ール蓋、マンホール内面および可視範囲の管内の状況について、点検を実施

するものである。 

ア 点検計画書の作成 

受託者は、点検に当たり事前に次の事項を記載した点検計画書を提出す

ること。 

(ｱ) 点検概要 

(ｲ) 現場組織（職務分担、緊急連絡体制） 

(ｳ) 点検計画（使用機器、点検方法、実施工程等） 

(ｴ) 安全計画（保安対策、道路交通の処理方法等） 

(ｵ) その他、委託者が指示する事項 
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イ 点検の範囲 

点検は目視等により、次の表のとおり行うことを基本とする。ただし、

受託者の持つ知見、ＤＸの活用等による省力化等によっても同等の効果が

得られる場合は、協議により変更できるものとする。 

 

ウ 点検記録写真の作成 

受託者は、次の各項に従って点検記録写真を撮影し、点検完了時には工

種および工程ごとに編集したものを点検記録写真帳に整理し、業務完了届

に添付して委託者等に提出すること。 

(ｱ) 撮影は、保安施設の状況、使用機械の設置状況、酸素および硫化水素

濃度等の測定状況、管路内洗浄状況のほか、委託者が指示する内容につ

いて行うこと。 

(ｲ) 写真には、件名、撮影場所、撮影対象および受託者名を明記した黒板

を入れて撮影すること。ただし、撮影で黒板を入れての撮影が困難であ

点検内容

①亀裂、沈下、陥没、隆起の有無

②溢水の有無

③周辺状況等の確認

耐荷重種類別 道路区分に対して蓋の荷重仕様を確認

浮上防止機能 浮上防止機能の有無を確認

転落防止機能 転落防止機能の有無を確認

外観 強度に影響を及ぼすクラック・欠け等を目視により確認

がたつき 車輌通過時の音あるいは足踏みによる動きの確認

表面摩耗 蓋表面の最小残存模様高さをデプスゲージ等による測定

腐食 蓋表面および裏面の鋳出し表示の消滅および蓋の開閉性能確認

機能の作動 浮上防止、かぎ構造等の機能の作動状況確認

蓋・枠間の段差 蓋と枠の段差を日視又はデプスゲージ等による測定

その他 高さ調整部の欠け・充填不足等、周辺舗装損傷および段差確認

①滞水の有無

②流下阻害物の有無（土砂・モルタル・油脂・木根等）

③インバートの形状確認、洗掘・破損の有無

④副管の閉塞・破損の有無

①足掛金物の数確認、腐食・がたつきの有無

②ブロックの破損、クラック、腐食、ずれ、目地不良の有無

③側壁および床版の破捐、クラック、腐食の有無

④本管および取付管の管口不良の有無

⑤不同沈下の右無

不明水の状況 地下水の侵入の有無

①滞水の有無

②流下阻害物の有無（土砂・モルタル・油脂・木根等）

③たるみ、蛇行、閉塞の有無

（反対のマンホールからライトを当てた場合）

①破損の有無

②継手不良の右無

③取付管の突出しの有無

①悪質下水の流下の有無

②有害ガス、臭気の発生の有無

流下および堆積の状況

損傷の状況

本
管
内
部
の
状
況

その他

地
上
部

の
状
況

道路面の状況

点検項日

マ
ン
ホ
ー

ル
蓋
の
状
況

流下および堆積の状況

損傷の状況

マ
ン
ホ
ー

ル
内
部
の
状
況
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る場合においては、この写真帳に明記すること。 

(ｳ) 写真はカラー撮影とし、箇所ごとに整理し、ファイリングした書面お

よびフォルダへ分類した電子媒体等（JPG 形式）で提出すること。 

エ 異常時の対応 

点検の続行が困難となった場合は直ちに委託者に報告し、指示を受ける

こと。この場合においても、上下流から点検する等点検の完遂に努め、そ

の原因を把握すること。 

オ 報告書の提出 

(ｱ) 点検結果は、電子記録媒体等により報告書を作成し、提出すること。 

(ｲ) 点検結果を電子記録媒体等に収録する場合は、指定の電子記録媒体等

に収録すること。 

(ｳ) 点検結果の判定基準については、「下水道管路施設の点検・調査マニ

ュアル（案）（日本下水道協会）」に記載されている内容に準拠する。 

(ｴ) 提出する成果品は次のとおりとする。 

ａ 報告書 

ｂ 不良箇所写真帳 

ｃ 電子記録媒体等 

ｄ その他委託者が指示するもの 

カ その他 

(ｱ) 作業箇所において、下水道施設に破損、不等沈下、腐食等の異常を発

見した場合は、速やかに委託者等に報告すること。 

(ｲ) 本要求水準書等に特に明示していないことであっても、作業遂行上、

当然必要なものは受託者の負担において処理すること。  

(2) 点検業務（排水樋門樋管） 

本業務は、別紙「特記仕様書２」で指示する秋田市内の河川（一級河川旭

川ほか）における委託者が管理する河川構造物（樋門・樋管）の内、堤外地

が計画高水位より低い区域にゲートが設置されている 21 箇所について法定

点検（ゲート、門柱、操作台、吐口等の現地点検診断）を年１回６月前まで

に実施し、健全度を判定するものである。 

また、堤外地が計画高水位より高い区域にゲートが設置されている 79 箇

所については、通常点検（ゲート、門柱、操作台、吐口等の簡易点検診断）

を年間１回６月前までに実施し、結果を報告するものとする。 

なお、簡易点検診断は、目視による点検で、施設に破損や異常等がないか

を確認するものとする。 

ア 計画準備 

本業務の目的・主旨を理解した上で、本要求水準書に示す業務内容を把
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握し、全体的な業務方針、業務計画を検討し、本業務の実施計画を立案す

る。 

イ 現地点検 

「堤防等河川管理施設及び河道の点検・評価要領（国土交通省）」や「河

川用ゲート設備点検・整備標準要領（案）（国土交通省）」等に基づき、樋

門等河川管理施設毎に設定された項目について以下のとおり行うものと

する。 

(ｱ) 引上げ式ゲート 

ａ 門柱・操作台・吐口部（管体内を除くコンクリート構造部） 

現地点検は、台帳等を基に、「堤防等河川管理施設及び河道の点検・

評価要領（国土交通省）」に基づき、点検および評価を実施し、確認さ

れた変状について、現地の状況、設計・施工の状況を勘案して変状原

因を推定する。 

変状が大きく緊急対応が必要と判断された場合は、直ちに委託者等

に報告するとともに、電子記録および書面でその内容を委託者等に報

告する。 

ｂ ゲート部 

現地点検は、台帳等を基に、「河川用ゲート設備点検・整備標準要領

（案）（国土交通省）」に基づき、点検および評価を実施し、可能な限

りの負荷状態において運転しながら設備の状況確認および動作確認、

扉体、戸当り、開閉装置、操作盤等の目視による外観の異常の有無な

らびに前回点検時以降の変化の有無について確認を行う。 

変状が大きく緊急対応が必要と判断された場合は、直ちに委託者等

に報告するとともに、電子記録および書面でその内容を委託者等に報

告する。  

(ｲ) フラップゲート 

ａ 吐口部（管体内を除くコンクリート構造部） 

現地点検は、台帳等を基に、「堤防等河川管理施設及び河道の点検・

評価要領（国土交通省）」に基づき点検および評価を実施し、確認され

た変状について、現地の状況、設計・施工の状況を勘案して変状原因

を推定する。 

変状が大きく緊急対応が必要と判断された場合は、直ちに委託者等

に報告するとともに、電子記録および書面でその内容を委託者等に報

告する。 

ｂ ゲート部 

現地点検は、台帳等を基に、「河川用ゲート設備点検・整備標準要領
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（案）（国土交通省）」に基づき、点検および評価を実施し、可能な限

りの負荷状態において設備の状況確認および動作確認、扉体、戸当り

等の目視による外観の異常の有無ならびに前回点検時以降の変化の有

無について確認を行う。 

変状が大きく緊急対応が必要と判断された場合は、直ちに委託者等

に報告するとともに、電子記録および書面でその内容を委託者等に報

告する。 

ウ 点検結果の整理 

イの現地点検で得られた結果について、「堤防等河川管理施設及び河道

の点検・評価要領（国土交通省）」や「河川用ゲート設備点検・整備標準要

領（案）（国土交通省）」に基づく点検様式で点検結果を作成し、とりまと

める。 

(3) 調査業務 

本業務は、別紙「業務概要」およびストックマネジメント計画に基づく調

査対象の下水道管路施設および雨水吐口等について、予防保全の視点から対

象施設の重点化や絞り込みを行った上で一定の周期による時間計画的な調

査を実施するものである。なお、調査箇所は、委託者と協議の上決定するも

のとする。 

管路施設の調査方法は、「視覚調査」による。 

内径 800mm 未満の管渠については原則として「テレビカメラ調査」、その

他は「潜行目視調査」を実施する。なお、内径 800mm 以上の管渠において、

流量が多い場合や危険ガスが予想される等の調査員が管路内に入ることが

できない場合はテレビカメラ調査等とする。 

ア 調査計画書の作成 

受託者は、事前に次の事項を記載した調査計画書を提出すること。 

(ｱ) 点検概要 

(ｲ) 現場組織（職務分担、緊急連絡体制） 

(ｳ) 調査計画（使用機器、調査方法、実施工程等） 

(ｴ) 安全計画（保安対策、道路交通の処理方法等） 

(ｵ) その他、委託者が指示する事項 

イ 調査の実施 

(ｱ) テレビカメラ調査 

ａ 堆積土砂が多く調査が困難な場合は、堆積量および状況写真等を記

録した上で、高圧洗浄車等により清掃を行い調査の精度を高める。清

掃により発生した汚泥は、委託者が指定する場所へ運搬する。 

ｂ 本管の調査は原則として上流から下流に向け、テレビカメラを移動
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させながら行う。 

ｃ 本管の調査に当たっては、管の破損、継手部の不良、クラック、取

付け管口等に十分注意しながら全区間撮影し、電子記録媒体等に収録

する。また、異状箇所、取付け管口等の必要箇所については側視撮影

し、鮮明な画像を電子記録媒体等に収録する。 

ｄ 異状箇所の位置表示は上流側マンホール中心からの距離とし、正確

に測定する。 

ｅ 管内に異状が発見された場合は、映像とは別にモニターから写真撮

影を行う。  

(ｲ) 目視による調査 

ａ 内径 800mm 以上の本管については、本管内に調査員が入り、管路の

布設状況、土砂等の堆積状況、管の破損、継手部の不良、管壁のクラ

ック、取付け管口、管のたるみ・蛇行、取付け管の突出し、油脂の付

着、木の根の浸入、浸入水等を調査し、写真撮影を行う。 

ｂ 異状箇所の位置表示は、上流側マンホール中心からの距離とし、正

確に測定する。  

ｃ 堆積土砂が多く調査が困難な場合は、堆積量および状況写真等を記

録した上で、揚泥車等により清掃を行い、調査の精度を高める。 

ｄ 清掃により発生した汚泥は、委託者が指定する場所へ運搬する。 

ウ 調査記録写真の作成 

受託者は、次の各項に従って調査記録写真を撮影し、調査完了時には工

種および行程ごとに編集したものを調査記録写真帳に整理し、電子記録媒

体等で委託者等に提出すること。 

(ｱ) 撮影は、保安施設の状況、テレビカメラ等の使用機械の設置状況、酸

素および硫化水素濃度等の測定状況、管路内洗浄状況のほか、委託者が

指示する内容について行うこと。 

(ｲ) 写真には、件名、撮影場所、撮影対象および受託者名を明記した黒板

を入れて撮影すること。ただし、テレビカメラ等による撮影で黒板を入

れての撮影が困難である場合においては、この写真帳に明記すること。 

(ｳ) 写真は、カラー撮影とし、電子記録媒体等（JPG 形式等）で提出する

こと。 

エ 異常時の対応 

調査の続行が困難となった場合は、直ちに委託者に報告し、指示を受け

ること。この場合においても、上下流から調査する等調査の完遂に努め、

その原因を把握すること。 

オ 報告書の提出 
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(ｱ) 調査結果は、電子記録媒体等により報告書を作成し、提出すること。 

(ｲ) 調査結果をテレビモニターから電子記録媒体等に収録する場合は、指

定の電子記録媒体等に収録すること。 

(ｳ) 調査結果の判定基準については、「下水道管路施設の点検・調査マニ

ュアル（案）（日本下水道協会）」に記載されている内容に準拠する。 

(ｴ) 提出する成果品は、次のとおりとする。 

ａ 報告書 

ｂ 不良箇所写真帳 

ｃ 電子記録媒体等 

ｄ その他委託者が指示するもの 

カ その他 

(ｱ) 作業箇所において、下水道施設に破損、不等沈下、腐食等の異常を発

見した場合は、速やかに委託者等に報告すること。 

(ｲ) 本要求水準書等に特に明示していないことであっても、作業遂行上、

当然必要なものは受託者の負担において処理すること。 

(4) 管きょ維持管理業務 

本業務は、別紙「業務概要」で指示する下水道管路施設について、破損・

閉塞等の維持補修を行うための「緊急調査」「緊急清掃」だけでなく、破損・

閉塞等を予防するための「計画清掃」、破損・閉塞等の「応急修繕」を行うも

のである。 

本業務は精算対象業務である。 

ア 管路等調査 

通報、巡視、点検等により発見した不具合の状況を確認するため、調査

を実施するものである。 

(ｱ) 管路等調査の実施 

下水道管路の閉塞や流下能力阻害の発生が確認される箇所、樋門樋管

（通常点検箇所）の異状が確認される箇所、浸入水が想定される箇所の

本管および取付管についての TV カメラ調査又は潜行目視調査等を実施

する。 

(ｲ) 提出書類 

受託者は、管路等調査の作業実績を報告書と記録写真にまとめ、委託

者等に提出すること。 

なお、記録写真は、以下に掲げる内容を満たす必要がある。 

 

状況 内容 撮影頻度 

着 手 前 全景 全箇所 
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完 成 全景 全箇所 

作業状況 調査状況等 全箇所 

原 因 原因となった管の状況等 全箇所 

そ の 他 委託者が指示したもの 全箇所 

 

イ 管路等清掃 

通報、巡視、点検等により発見した不具合を解消するため、清掃を実施

するものである。なお、この業務には管路等および雨水浸透桝の定期清掃

箇所の対応を含む。 

(ｱ) 管路等清掃の実施 

管路等の流下不良の原因を高圧洗浄等により除去し、円滑な下水流下

を図るものである。下水道管の閉塞や流下能力の阻害が発生した際又は

その予防のために実施されるものであり、管路等の条件に合わせた機材

により清掃を実施する。なお、管路等および雨水浸透桝の定期清掃箇所

については、委託者と調整のうえ実施する。 

(ｲ) 支給品等 

清掃に使用する資材および材料については、次のとおり支給する。そ

の他、軍手、作業服等の消耗品等については受託者の負担とする。 

ａ 雨水浸透桝フィルター 

(ｳ) 提出書類 

受託者は、緊急清掃の作業実績を報告書と記録写真にまとめ委託者等

に提出しなければならない。 

なお、記録写真は、以下に掲げる内容を満たす必要がある。 

 

状況 内容 撮影頻度 

着 手 前 全景 全箇所 

完 成 全景 全箇所 

作業状況 清掃作業状況等 全箇所 

原 因 原因となった管の状況等 全箇所 

そ の 他 委託者が指示したもの 全箇所 

 

ウ 応急修繕 

通報、巡視、点検等により発見した不具合について、応急処置的な修繕

を実施するものである。 

(ｱ) 支給品等 

応急修繕に使用する資材および材料については、次のとおり支給する。
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その他、軍手、作業服等の消耗品等については受託者の負担とする。 

ａ マンホール蓋  

ｂ 調整リング 

ｃ 防臭リング 

ｄ Ｌ型側溝縁塊（汚水蓋共） 

ｅ オイルフェンスおよび吸着マット 

(ｲ) 応急修繕の実施 

マンホールのずれや道路陥没補修等の軽微な損傷等について、応急的

な修繕を実施する。主な内容としては、「マンホール周囲および桝周囲沈

下等の補修」、「汚・雨水桝蓋等補修および桝周辺沈下等の補修」、「道路

陥没等の応急処置および原因調査」等があげられる。 

(ｳ) 提出書類 

受託者は、応急修繕の作業実績を報告書と記録写真にまとめ委託者等

に提出しなければならない。 

なお、記録写真は、以下に掲げる内容を満たす必要がある。 

 

 

状況 内容 撮影頻度 

着 手 前 全景 全箇所 

完 成 全景 全箇所 

作業状況 応急復旧作業状況等 全箇所 

原 因 原因となった状況等 全箇所 

そ の 他 委託者が指示したもの 全箇所 

 

(5) 草刈業務 

本業務は、別紙「特記仕様書３」で指示する下水道敷地等について定期的

に、又は委託者からの指示に従い、機械又は人力により以下のとおり草刈を

実施するものである。 

ア 実施回数 

別紙「業務概要」で指示するとおり、年間に２回実施する。 

イ 実施期間 

１回目の草刈を概ね７月中旬、２回目の草刈を概ね 10 月中旬までに実

施する。ただし、草の状況等により委託者から指示があった場合はこの限

りではない。 

ウ 刈草の処理等 

(ｱ) 焼却等による処理 
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刈草の処理については、秋田市総合環境センターへの搬入による焼却

処理を想定しているが、これ以外の箇所に搬入処理する場合は適切に処

理すること。 

処理手数料は、受託者が支払うものとし、処理伝票の写しおよび集計

表を委託者等へ提出する。 

(ｲ) 刈草の有効利用 

刈草は、堆肥化して農地等へ還元する等有効利用してもよい。ただし、

有効利用状況が確認できるものとする（堆肥場等への搬入状況写真の提

出）。 

エ 業務の報告 

業務完了毎に報告書を電子記録媒体等で提出すること。なお、報告書の

うち業務写真については、施工前状況と施工後状況を対比できる（同位置・

同方向で撮影）ものとし、業務場所からの刈草搬出状況および処分地（有

効利用の場合は、堆肥場等）への搬入状況の写真も併せて添付する。 

  

４ 修繕業務 

本業務は、修繕を実施するものである。 

(1) 緊急修繕（小破修繕）業務 

本業務は、地域住民からの連絡および巡視・点検等により明らかとなった

下水道管路等の委託者が管理する施設の不具合を解消するために実施する

ものである。業務の予定金額として、年間 80,000 千円（税込）を見込んで

おり、適正に執行しなければならない。 

ア 対象業務 

下水道用地の整備、下水道管路の修繕、マンホール蓋取替等の修繕等で、

１件当たりの金額が 200 万円未満のものを対象とする。 

イ 施工業者の選定 

(ｱ) 受託者は、施工内容を勘案し、施工可能な事業者２者以上を選定（10

万円以上 100 万円未満（消費税込み）と思われるものに関しては、２者

以上、100 万円以上 200 万円未満（消費税込み）と思われるものに関し

ては、３者以上）し、それぞれ見積りを取得しなければならない。ただ

し、見積金額が、明らかに 10 万円未満（消費税込み）と思われるものに

関しては、１者からの取得とすることができる。なお、緊急の場合等に

ついては、委託者との協議により、この限りではない。 

(ｲ) 受託者は、取得した見積書を委託者等へ提出の上、金額、内容の妥当

性等の審査を受け、適切であるとされた事業者のうち、安価な金額を提

示した事業者と契約を締結しなければならない。 
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なお、施工業者として共同企業体構成員が選定された場合においても、

当該共同企業体構成員と適切に契約を締結すること。 

(ｳ) 施工の過程等において、現場条件により予定額を上回る等金額に変更

が生じる場合は、その理由を明確にし、金額、内容の妥当性等について

委託者等による審査を受けるとともに、変更契約を締結しなければなら

ない。 

(ｴ) 審査のため、委託者等へ見積書を提出する場合は、履行監視受託者へ

の提出を基本とする。 

(ｵ) 施工内容等により施工可能業者が限定される場合又は災害、大規模な

陥没等市民生活へ甚大な影響を与えるおそれがある場合はこの限りで

はない。 

ウ 完成確認 

(ｱ) 受託者は、施工業者へ写真その他必要な書類の提出を求め、完成の報

告を受けた後、出来形等適切な施工の完成を確認しなければならない。 

(ｲ) 受託者は、確認後、委託者等へ完成報告書類を電子記録媒体等により

提出し、完成確認を受けなければならない。 

エ 選定された業者への代金支払 

受託者は、委託者等の完成確認の後、契約に基づき施工業者へ代金を支払

わなければならない。 

(2) 計画的修繕業務 

本業務は調査・判定の結果、健全度Ⅰ・Ⅱと判断されており、１スパン未

満で部分的な補修のみで機能を維持できる管路施設として、ストックマネジ

メント計画に掲げられている管路施設を対象に、管路内面補修等の機能回復

のための適切な措置を実施するものである。 

ア 対象となる箇所 

ストックマネジメント計画において修繕対象として掲げられている管

路施設を対象として、別紙「業務概要」で指示する数量について実施する。 

イ 修繕の実施合意 

(ｱ) 受託者は、修繕実施前に修繕の方法および修繕費の見積書ならびにこ

れらの根拠資料を委託者に提出すること。 

(ｲ)委託者は、修繕内容を勘案し、施工可能な事業者２者以上を選定（1 件

当たりの修繕金額が 10 万円以上 100 万円未満（消費税込み）と想定さ

れるものに関しては２者以上、100 万円以上 200 万円未満（消費税込み）

と想定されるものに関しては３者以上を選定する）し、それぞれ見積り

を取得しなければならない。ただし、１件当たりの修繕金額が、明らか

に 10 万円未満（消費税込み）と想定されるものに関しては１者からの
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取得とすることができる。なお、受託者が修繕実施の緊急性が高いと判

断した場合は、委託者との協議により修繕を実施することができること

とする。 

(ｳ) 委託者は修繕の内容および方法ならびに修繕費の妥当性の確認を行

う。 

(ｴ) 委託者および受託者の間で合意した修繕費をもって精算額とし、実施

案件ごとに精算額を決定するものとする。 

ウ 提出書類 

受託者は修繕の完了後速やかに完了報告書を提出すること。完了報告書

には位置図、修繕の概要、施工管理に関すること、品質管理に関すること、

施工時の写真等を含めること。 

エ 修繕の完了 

(ｱ) 完了報告書の提出後、委託者は完了確認を行う。現地確認を行う場合

は受託者は立ち会わなければならない。 

(ｲ) 完了確認時に修繕のやり直しを指示された場合は、受託者は直ちに修

繕のやり直しを行い、再確認を受けなければならない。 

オ その他 

計画的修繕は、年間 30,000 千円（税込）を上限とし、適正な執行に努め

ること。  

 

５ 問題解決業務（雨天時放流水質調査業務） 

本業務は、雨天時の合流管から放流される越流水の水質調査を実施するもの

である。 

下水道法施行令（昭和 34 年政令第 147 号）第 12 条第３項の規定に基づき、

別紙「特記仕様書４」で指示する箇所の雨天時放流水質調査を行うことを目的

とし、合流改善計画で定める３箇所の雨水吐口において、越流水を採水・分析

し、水質基準（ＢＯＤ＝40mg/ℓ）を遵守できているかを確認するものである。 

(1) 水質調査 

ア 対象降雨 

１降雨（独立降雨）の総降雨量が、おおむね 10 ㎜以上 30 ㎜以下の降雨

を対象とする。 

イ 調査箇所および採水回数 

調査箇所は、①八橋汚水中継ポンプ場 ②旭川 No.６ ③秋田港 No.201

の３箇所とし、１降雨時に一斉又は調査箇所毎に調査を実施する。採水回

数は１回／年とする。 

ウ 分析および解析 
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分析は①、②および③について実施するものとし、解析は処理区毎にそ

れぞれ①、②、③および④秋田臨海処理センターについて行う。ただし、

④については秋田県からデータの提供を受けて、これを解析に使用する。

分析および解析回数はそれぞれ１回／年とする。 

エ 採水時間と採水間隔 

採水時間は、放流開始から終了まで、最大でも放流開始から８時間まで

とする。採水開始から２時間までは 20 分間隔で７回、以後８時間までは

１時間間隔で６回とし、１箇所当たり計 13 回とする。 

オ 調査項目 

調査項目は、ＢＯＤ流量計測とする。検体数は、39 検体（＝13 検体×３

箇所）とする。 

カ 解析 

流量計測データと水質の分析結果を時系列で整理するとともに、汚濁負

荷量を算定する。 

(2) 資料・報告書作成 

水質調査結果は、「合流式下水道の雨天時放流水質基準についての水質検

査マニュアル（国土交通省）」に基づき、データを集計・解析し、資料を取り

まとめて報告書を作成する。  

(3) 留意事項 

ア 分水人孔の調査では、急激な天候の変化による水量の増加もあり得るの

で、災害防止のため、降雨の情報収集、調査員の安全確保、降雨情報の伝

達方法等の対策を講じること。 

イ 受託者は、本業務の実施上で知り得た事実を局の承諾なく第三者に知ら

せないこと。 

ウ 本要求水準書に明記のない事項については、委託者と協議のうえ決定す

る。 

エ 受託者は天気予報等により降雨についての情報収集を行い、休日や夜間

における降雨であっても出動できるよう人員等体制を常に整えておかな

ければならない。  

 

６ 住民対応業務 

本業務は、地域住民、民間事業者等からの通報等により発見した、下水道管

路施設等の不具合に対する通報初動対応、管路等調査、管路等清掃、応急修繕

等の業務である。 

(1) 通報初動対応業務（平日日中） 

本業務は、平日日中に地域住民からの通報又は巡視および点検等により確
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認された下水道管路施設等の不具合事象への対応を実施するものである。 

ア 業務内容 

平日日中の業務時間内（午前８時 30 分から午後５時 15 分）に、通報等

を受けた委託者が受託者に連絡をし、これを受けた受託者が現地確認およ

び軽微な対策等の対応を実施する。 

受託者は、管路台帳を確認し、現地確認の上で対応を判断するものとし、

必要に応じて道路陥没を埋める等の安全管理対策等を実施するほか、異臭

の発生や土砂等の堆積が確認された場合には、次に定める内容に基づき、

適切な措置を行う。 

(ｱ) 通報等による苦情等の受付・記録整理、委託者等への報告（巡視およ

び点検等により発見した事故・閉塞等を含む。）。 

(ｲ) 原因についての調査・記録、官民措置の見極めおよび委託者等への報

告 

(ｳ) 現場での地域住民への説明 

イ 実施内容の報告 

受託者は、アで実施した内容について電話・電信等による口頭での報告

だけではなく、対応内容についての報告書類を電子記録媒体等で作成し、

委託者等へ提出する。 

(2) 通報初動対応業務（休日および夜間） 

本業務は、休日又は夜間に地域住民からの通報又は巡視および点検等によ

り確認された下水道管路施設等の不具合事象への対応を実施するものであ

る。 

ア 業務内容 

休日又は平日夜間に、通報等を受けた宿直（別途委託業務の受託者）が

受託者又は委託者に連絡をし、これを受けた受託者が現地確認および軽微

な対策等の対応を実施する。 

受託者は、管路台帳を確認し、現地確認の上で対応を判断するものとし、

必要に応じて道路陥没を埋める等の安全管理対策等を実施するほか、異臭

の発生や土砂等の堆積が確認された場合には、次に定める内容に基づき、

適切な措置を行う。 

(ｱ) 通報等による苦情等の受付・記録整理、委託者等への報告（巡視およ

び点検等により発見した事故・閉塞等を含む。）。 

(ｲ) 原因についての調査・記録、官民措置の見極めおよび委託者等への報

告 

(ｳ) 現場での地域住民への説明 

イ 実施内容の報告 
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受託者は、アで実施した内容について電話・電信等による口頭での報告

だけではなく、対応内容についての報告書類を電子記録媒体等で作成し、

委託者等へ提出する。 

(3) 非常時緊急対応業務 

本業務は、風水害や地震等による災害が発生した際の被害状況の把握なら

びに緊急対応および一時対応である。 

ア 業務内容 

本業務は、大雨や台風時等の注意報・警報発令時における待機や緊急対

応等を行う「風水害対応業務」と地震発生時に実施する一次被害調査等を

行う「地震対応業務」に区分される。なお、「風水害対応業務」は別紙「特

記仕様書５」で指示する地区等を対象とする。 

(ｱ) 風水害対応業務 

降雨や河川の増水状況に応じ、必要な体制を整えるとともに、常に迅

速な対応を図る。夜間・休日等を問わず、必要に応じて、排水ポンプや

発電機の設置・撤去等の対応を実施する。 

(ｲ) 地震対応業務 

災害協定（災害時における下水道管路施設等の復旧支援協力に関する

協定：日本下水道管路管理業協会）で定めている内容以外に対する業務

とし、常に迅速な対応を図れるよう必要な体制を整える。 

ａ 維持管理計画等を基にした被災状況の確認 

ｂ 二次災害防止等緊急措置・対応の実施  

ｃ その他委託者の初動対応等の要請に対する協力 

イ 実施内容の報告 

受託者は、アで実施した内容について電話・電信等による口頭での報告

だけではなく、対応内容についての報告書類を電子記録媒体等により作成

し、委託者等へ提出する。 

 

７ 計画業務 

(1) ストックマネジメント計画見直し業務 

本業務は、本委託を通じて得られた点検・調査結果および整理・蓄積した

情報を基に、ストックマネジメント計画のうちの「修繕・改築計画」を見直

す業務である。 

なお、計画の見直しに当たっては、事業計画および現在のストックマネジ

メント計画の内容を十分に踏まえて行うこと。 

ア 施設情報の収集・整理 

管路施設のリスク評価、管理目標の設定、点検・調査計画および修繕・
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改築計画の検討に必要な施設情報の収集・整理、現地確認等を行う。収集・

整理すべき資料は次のとおりとする。 

(ｱ) 諸元に関する情報の収集・整理 

ａ 名称 

ｂ 設置年数および設置価格 

ｃ 所在地 

ｄ 材質、形状寸法(管径)、能力、延長、土被り 

ｅ 管路施設の重要度等 

(ｲ) 点検調査に関する情報の収集・整理 

ａ 完成図書（設計図面） 

ｂ 施設状態（ＴＶカメラ調査、劣化調査記録） 

ｃ 維持管理履歴（修繕記録、事故・故障記録、診断記録、清掃記録、

管路施設内水位情報） 

(ｳ) 改築・修繕に関する情報の収集・整理 

ａ 経過年数 

ｂ 標準耐用年数 

ｃ 改築費用(又は改築単価) 

ｄ 緊急度、健全度等 

イ 修繕・改築計画の見直し 

点検・調査等の結果に基づき施設の劣化状況を把握し、事業計画期間に

おける年間改築費用に対し、概ね 5 年程度における改築の優先順位を設定

する。また、実施計画では、どの施設を、いつ、どのように、どの程度の

費用をかけて、修繕・改築を行うかを検討することとし、以下の内容を実

施する。 

(ｱ) 診断 

(ｲ) 対策の必要性検討 

(ｳ) 修繕・改築の優先順位の検討 

(ｴ) 対策範囲の検討 

(ｵ) 改築方法の検討 

(ｶ) 長寿命化対策検討対象施設の選定 

(ｷ) 実施時期の設定および概算費用の算出 

(ｸ) 修繕・改築計画の取りまとめ 

ウ 更新計画案を反映させた報告書の作成 

管路施設ストックマネジメント計画のうち、点検調査結果に基づいた

「修繕・改築計画」を取りまとめ、その他必要資料等を集成する。また、

月例報告会で提示され、委託者と協議の上、更新の必要性が認められた更
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新計画案を反映させる。 

 

８ 設計業務 

(1) 詳細設計業務 

本業務は、点検・調査業務およびストックマネジメント計画見直し業務の

結果を踏まえ、修繕又は改築を実施する必要がある管路施設について、将来

の更新工事に必要な詳細設計を行うものである。 

ア 資料収集 

(ｱ) 上位計画図書、下水道台帳、既設管竣工図書、土質調査図書、構造計

算書等の既存資料の収集および確認 

(ｲ) テレビカメラ調査又は潜行目視調査、劣化度調査図書、本管下水量お

よび水位調査の資料の収集ならびに確認 

(ｳ) 設計に必要なその他の資料の収集・確認 

イ 設計対象施設の整理 

(ｱ) ストックマネジメント計画見直しの結果を基に、事業期間における修

繕・改築対象管路施設を整理 

(ｲ) 設計対象施設および設計数量は、委託者と協議の上で決定 

ウ 既設管調査 

(ｱ) テレビカメラ調査又は潜行目視調査、劣化度調査図書に基づき、管渠

の劣化状況ならびに堆積物および支障物件の有無を把握 

(ｲ) 測距、地盤高、管底高、管渠断面、人孔形状等の測定 

エ 現場環境調査 

(ｱ) 道路状況、周辺環境の確認 

(ｲ) 施工や維持管理に影響する条件の把握 

オ 設計条件の整理・設計計画 

(ｱ) 既設管の緊急度、流下能力、構造性能の評価 

(ｲ) 設計方針の決定、適用可能な更生工法の選定 

(ｳ) 必要に応じて設計計算条件の整理 

カ 各種計算 

(ｱ) 更生管等の設計計算 

(ｲ) 構造計算、耐震性能評価等 

キ 耐震設計 

(ｱ) 耐震設計に必要な資料の収集および特性の把握 

(ｲ) 地盤条件、管渠条件、レベル１・レベル２地震動の確認 

(ｳ) 耐震設計に対する照査 

ク 詳細設計・設計図作成 
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(ｱ) 選定工法に基づく設計計算（構造・耐震等） 

(ｲ) 系統図、平面図、縦断面図、構造図等の作成 

(ｳ) 管更生工、事前処理工、事後処理工等の数量計算 

ケ 照査 

(ｱ) 設計条件、設計計算、設計図書および数量計算の整合性確認 

(ｲ) 選定工法の妥当性、施工性の確認 

(ｳ) ストックマネジメント計画見直しの結果との整合性確認 

コ 成果品作成 

(ｱ) 設計図書 

(ｲ) 設計計算書 

(ｳ) 数量計算書 

(ｴ) その他必要資料 

(ｵ) 提出図書は委託者と協議の上で決定 

サ 本要求水準書に記載のない事項の取扱い 

本業務において本要求水準書に記載のない事項については、別紙参考図

書を参照し、委託者と協議の上、必要な作業を実施すること。 

 

９ 統括管理業務 

本業務は、受託者が業務期間における個別の各業務を統括することにより、

一体的なサービスを効率的、効果的かつ安定的に提供し、委託者等との必要な

情報交換その他の必要な調整等を円滑かつ確実に実施するため、統括責任者を

配置の上、一元的な統括管理を実施するものである。なお、統括責任者は、業

務時間において、円滑に委託者等と連絡がとれる体制を構築しなければならな

い。 

(1) 一元管理業務 

ア 業務の進捗管理 

(ｱ) 受託者は、本業務における個別の各業務について策定した計画書に基

づき、遅延等が発生していないか等について適宜、確認を行うこと。進

捗に遅れが確認された場合は、速やかに委託者等に報告を行うとともに、

是正措置を講じること。また、変更が発生した場合には速やかに修正し

た作業計画書を提出すること。 

(ｲ) 受託者は、一元的な管理を実施し、各業務を効率的・効果的に実施す

ることができるよう調整すること。 

(ｳ) 受託者は、各業務の進捗状況について定期的に委託者等に報告を行う

こと。報告を行う時期については、受託者と委託者との協議により定め

る。 
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(ｴ) 受託者は、各業務で発生した課題等に対して、必要な業務改善（是正

措置等を含む。）を迅速に行うこと。 

(ｵ) 受託者は、小規模修繕業務の見積り徴収および台帳管理を行うこと。 

(ｶ) 受託者は、【仮称】下水道管路維持管理包括業務委託履行監視業務委

託の受託者に成果品等を速やかに提出し、モニタリングを受けなければ

ならない。 

イ 関連機関との協議・調整 

(ｱ) 受託者は、本業務を履行するに当たって必要となる道路管理者等の関

連機関との調整や警察等への必要となる書類の申請を行わなければな

らない。 

(ｲ) 受託者は、関連機関と調整を実施する前には、委託者等に連絡を行う

とともに、その結果について速やかに委託者等へ報告すること。 

(ｳ) 受託者は、関連機関と調整を行うに当たり、課題等が発生した場合に

は適宜、委託者等と協議のうえ実施方針を図るものとする。 

ウ 性能発注の導入 

 性能発注の導入に当たっては、下水道分野におけるウォーターＰＰＰガ

イドライン等公表されている性能発注に係る資料を参考にすること。 

 目標項目および目標基準値の達成状況の確認は、受託者によるセルフモ

ニタリング等により行うものとし、その具体的な方法については、委託者

と協議の上定めるものとする。 

エ セルフモニタリング 

(ｱ) 月間の業務実施状況の確認 

委託者は受託者の立会いのもと、下水道管路施設において、次に掲げ

る事項により、当該月における業務の実施状況を確認するものとする。

また、受託者は、事業全体を円滑かつ適正に進めることができるよう受

託者が自ら実施するセルフモニタリング実施計画書を作成すること。 

ａ 年間事業実施計画書と月間業務報告書との照合および確認 

下記の内容について、書面により実施するものとする。 

(a) 維持管理状況報告 

当該月の維持管理の状況についての説明 

(b) 業務実績 

年間事業実施計画書で当該月に計画した業務毎の実施状況 

(c) 維持管理上の気づき（更新計画案の基礎資料作成） 

維持管理等において得られた気づきの取りまとめ 

(d) その他 

その他業務実施に関する内容 
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ｂ 年間修繕計画書と月間業務報告書との照合および確認 

修繕実績について、年間修繕計画書で当該月に計画した修繕の実施

状況および計画外修繕の実施状況を書面により確認および照合するも

のとする。 

(ｲ) 年間の業務実施状況の確認 

委託者は受託者の立会いのもと、下水道管路施設において、次に掲げ

る事項により、当該事業年度における業務の実施状況を確認するものと

する。 

ａ 年間事業実施計画書と年間業務報告書との照合および確認 

下記の内容について、書面により実施するものとする。 

(a) 維持管理状況報告 

当該年の維持管理の状況について説明 

(b) 業務実績 

年間事業実施計画書で当該年に計画した業務毎の実施状況および

計画外業務の実施状況 

(c) 維持管理上の気づき（更新計画案の基礎資料作成） 

維持管理等において得られた気づきを取りまとめ 

(d) その他 

その他業務実施に関する内容 

ｂ 年間修繕計画書と年間業務報告書との照合および確認 

修繕実績について、年間修繕計画書で当該年度に計画した修繕の実

施状況および計画外修繕の実施状況を書面により確認および照合する

ものとする。 

(ｳ) 要求水準の未達時の措置（改善業務計画書および改善状況報告の提出） 

ａ 改善業務計画書の提出 

モニタリングの結果、受託者に要求水準の未達が判明した場合には、

委託者は受託者に対して、その是正のため、改善措置を執ることを通

告するものとする。受託者は、改善措置について委託者から通告を受

けたときは、下記示す事項について記載した改善業務計画書を委託者

に提出するものとする。 

(a) 件名 

要求水準未達の件名 

(b) 経緯・事由等 

要求水準未達に至った経緯・事由 

(c) 改善措置・対策等 

要求水準未達を是正する改善措置・対策等（設備的要素が伴う改
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善策等があるときは、関係する図面を添付する。） 

(d) 改善に係る期日 

是正の期限又は期間 

(e) その他 

その他記載すべき事項 

ｂ 改善状況に関する報告 

受託者は、改善業務計画書について、その実施状況を委託者に報告

するときは、業務委託基本契約の定めによるほか、次によるものとす

る。 

(a) 改善に係る実施状況報告は、当該改善通告のあった月の翌月から、

その実施状況について報告すること。 

(b) 改善に係る実施状況は、当該改善通告の件名毎に報告すること。 

(c) 当該月の改善に係る実施状況は、当該改善に係る件名を記載し、

報告すること。 

ｃ 改善業務計画書の変更および再提出 

委託者は、改善業務計画書の提出後、改善業務計画書に記載の期限

又は期間に至っても要求水準未達が改善されない、又は改善の見込み

がないと判断したときは、受託者に改善業務計画書の再提出を求める

ことができるものとする。この場合において、受託者が改善業務計画

書の変更および再提出を行うときは、本項 a 中「改善業務計画書」を

「改善業務計画書の変更又は再提出」と、本項 b 中「当該改善通告」

を「当該改善業務計画書の変更又は再提出の催告」と読み替えてこれ

らの規定を適用するものとする。 

オ 更新計画案の作成 

受託者は、日々の維持管理業務により得られた情報、点検結果、運転状

況、業務上の気づき等を収集・整理し、これらを分析した上で、施設の劣

化状況や機能状況を踏まえ、今後の修繕、改築等の必要性および実施時期

の見通しを検討すること。 

上記の検討結果については、更新計画案の素案として取りまとめるもの

とする。取りまとめた更新計画案の素案は、月例報告会等において委託者

へ報告し、更新の必要性および実施方針について協議を行わなければなら

ない。 

協議の結果、更新の必要性が認められた事項については、更新計画案と

して整理し、本要求水準書に示すストックマネジメント計画の見直し業務

に反映すること。また、更新計画案に基づく修繕・改築計画については、

本要求水準書に示すストックマネジメント計画における修繕・改築計画の
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策定に準じて取りまとめ、委託者へ提出すること。 

なお、更新計画案の作成およびその履行方法、進捗状況ならびにストッ

クマネジメント計画等への反映状況については、各種業務計画書のほか、

年間業務報告書、月間業務報告書等の各種業務報告書に整理・反映し、リ

スト化した上で、定期的に委託者へ報告すること。 

カ 包括的民間委託課題の整理 

受託者は、各業務において発生した課題等について取りまとめ、維持管

理業務の提案等を整理し、委託最終年度内に報告書として委託者等へ提出

する。 

(2) データ管理業務 

貸与する下水道台帳システム端末を用いた台帳管理を行う。 

受託者は、各業務を実施する中で確認される下水道台帳の記載内容の誤り

や下水道管路施設の維持管理情報、整備・改築を実施した内容等の情報につ

いて、出力した下水道台帳（紙ベース）に対し手書きで記載する等整理し、

委託者へ提出する。 

なお、データで提出を行う場合は、データベースシステムは水道維持課所

管であるため、下水道管路台帳システムへの反映は委託者で調整する。下水

道管路台帳システムへの反映が円滑に行うことができるよう、事前に委託者

と十分に協議したうえで、データ提示形式を決定しておく必要がある。 

 

10 その他業務 

(1) 業務従事者の指導・研修 

ア 受託者は、委託者等と共に、業務に従事する者に対して、業務開始まで

に委託者等が作成した業務マニュアル等を基に、業務内容を理解、習得さ

せなければならない。なお、業務の履行期間中に業務従事者を変更する場

合は、受託者の責任において業務内容を引き継ぐものとする。 

イ 受託者は、業務を適正に履行するために、業務従事者への業務内容に関

する研修等を適宜に実施し、常に能力向上に努めなければならない。 

ウ 本業務開始当初の事務処理は、受託者は委託者等が作成した業務マニュ

アルを参考に行うものとするが、当初の業務マニュアルに記載されていな

かった事案、当初の業務マニュアルに記載されていた対応方法よりも適正

な対応方法および業務マニュアルに掲載すべき事項について、事前に委託

者等の承諾を受け、これらの事項を反映させた新たな業務マニュアルを作

成しなければならない。また、特例事案、緊急案件等の委託者が対応した

ものについても、以後、同じ案件が発生した場合に、適正に委託者へ対応

依頼できるよう受託者において業務マニュアルに反映させ、更新しなけれ
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ばならない。なお、受託者において更新した業務マニュアルの著作権は、

委託者に帰属するものとする。 

(2) 業務移行期間と業務の引継ぎ 

ア 受託者は、業務の履行終了までの３か月の間に、委託者が指示する次期

受託者への引継ぎを実施するものとする。 

イ 引継ぎは、本要求水準書の内容ごとに引継文書を作成し、技術指導を行

うこと。なお、引継方法については委託者に了解を得て行うものとする。 

ウ 次期受託者が本委託受託者と同一となった場合、引継ぎ行為は省略でき

るものとする。 

エ 引継ぎは、受託者の負担と責任により実施するものとする。 

オ 業務移行期間において、受託者が実施する引継ぎの内容、方法等に不備

又は未完成の部分が生じた場合でも、業務委託基本契約上で受託者が負う

べき責任を免れることはできない。 
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第４章 業務の履行条件 

１ 委託料の支払 

(1) 受託者は委託料を業務委託基本契約書および年度協定書で定める時期に

請求できるものとする。ただし、年度毎の支払額は、各年度の支払限度額を

上限とする。なお、特別な事情により請求が必要となる場合は、別途委託者

と協議の上で、請求できるものとする。 

(2) 受託者は、委託料を請求する場合は、各業務の出来高を確認できる資料を

提出し、委託者は、提出された資料を基に出来高を算定し、請求金額を満た

した出来高となっているか確認のうえ、支払金額を決定するものとする。 

(3) 受託者は、保証事業会社と、契約書記載の履行期限を保証期限とする公共

工事の前払金保証事業に関する法律（昭和 27 年法律第 184 号）第２条第５

項に規定する保証契約を締結し、当該保証証書を委託者に寄託したときは、

委託者に対して各年度の支払限度額の 10 分の３以内の額を前払金として請

求することができる。なお、２年目以降の前払金は、前年度までの出来高予

定額の累計に達した日以降に請求することができるものとする。 

(4) 委託料のうち、想定数量として積算している第２項第５号の表に規定す

る業務については、各業務の想定数量に対する実績値の割合が１割以内の場

合については精算変更しないものとする。なお、実績値が想定数値の１割を

超える場合は、対応について委託者と受託者とが協議のうえ定めるものとす

る。 

(5) 各業務における支払等の考え方については、次項に基づくものとする。 

(6) 受託者が委託料を請求するときは、第４項に規定する完了検査を受け、委

託者による検査に合格しなければならない。  

 

２ 精算方法 

(1) 月間業務報告書および本委託業務完了報告書（業務一部完了報告書を含

む。）の提出時に、第５号の表に規定する業務の実績を委託者等に報告する。 

(2) 前号の報告書は実施した業務内容ごとに作成する。 

(3) 業務の実施単価は年間業務計画書の提出までに協議する。 

(4) 第１号の報告書提出後、その業務内容を委託者等が確認した後、業務の委

託料の支払請求が可能となる（前項１にて処理する）。 

(5) 業務の精算方法の詳細は、以下のとおりである。 
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業務 

種別 
業務内容 

精算方法等 

固定費 変動費 備考 

維 

持 

管 

理 

業 

務 

点検業務（マンホール等） ○   

点検業務（排水樋門樋管） ○   

調査業務 ○ △ 一定範囲内の数量変

動分は変動費精算と

する。 管きょ維持管理業務 ○ △ 

草刈業務 ○   

修繕 

業務 

緊急修繕（小破修繕）業務  ○ 修繕等に要する費用 

計画的修繕業務 ○   

問題 

解決 

業務 

雨天時放流水質調査業務 ○   

住 

民 

対 

応 

業 

務 

通報初動対応業務 ○ △ 

休日や夜間等、時間

外勤務に相当する労

務費は変動費 

非常時緊急対応業務 ○ △ 
発災の時間、種類等

によって協議 

材料費、機械経費等 ○ △ 

固定費としての積算

数量を超えた部分は

変動費 

計画

業務 

ストックマネジメント計画見

直し業務 
○   

設計

業務 
詳細設計業務 ○   

統括

管理

業務 

一元管理業務 ○   

データ管理業務 ○   

※ 固定費 … 固定的経費。各業務種別の範囲内で精算を行わないもの 

  変動費 … 変動的経費。実績等により決定する経費で精算が必要なもの 

○   … 固定費又は変動費に該当する項目へ記載 

△   … 一部変動費として取り扱う項目へ記載 
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３ プロフィットシェア 

(1) 受託者は、事業期間中において、契約時に定められた計画、手法等の変更

により、合理的に効率化又は費用の縮減が期待される場合には、プロフィッ

トシェアの発動を提案することができる。 

(2) 委託者は、受託者の提案が効率的かつ効果的であると認める場合には、契

約関係書類等を変更することができる。 

(3) 前項の変更に伴う費用縮減効果の分配割合および業務委託料の見直しに

ついては、委託者と受託者で協議の上、定めるものとする。この場合におい

て、業務委託料を減額するときは、縮減が期待される費用の額の 10 分の５

に相当する額を限度とするものとする。 

(4) 前項により、委託料の減額を行った場合においても、改善提案を行った乙

の責任が回避されるものではない。 

 

４ 業務の完了 

(1) 受託者は、業務が完了し、委託料を請求する場合は、業務完了報告書等の

委託者等が指示する書類を速やかに提出し、委託者が行う完了検査を受けな

ければならない。なお、検査において訂正等を指示された場合は、受託者は

直ちに訂正しなければならない。 

(2) 受託者は、前号の検査において、受託者が各種資料に記載した事項の履行

完了状況が確認できる書類を提出しなければならない。 

(3) 委託者による検査の合格後、提出図書一式の納品をもって業務の完了と

する。 

(4) 業務完了後において、明らかに受託者の責による業務の瑕疵が発見され

た場合には、受託者は、直ちに当該業務の修正等を行わなければならない。 

 

５ 設計変更 

本委託における設計変更の考え方は、第２項に基づくものとする。 

 

６ リスク分担 

本業務範囲における維持管理上の責任は、原則として受託者が負うものとす

る。また、本業務におけるリスク分担については、別紙「リスク分担表」によ

るものとする。 

 

７ 過去の実績資料 

本委託の範囲における過去の実績については、別紙「過去の実績資料」を参

考とすること。 
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８ その他 

(1) 作業箇所において、下水道管路施設等に緊急性を要する破損、不等沈下、

腐食等の異状を発見した場合は、速やかに委託者等に報告すること。 

(2) 本要求水準書又は図面等に特に明示していない事項であっても、業務の

遂行上、当然必要なものは、受託者の負担において処理すること。 

(3) その他特に定めのない事項は、速やかに委託者等に報告し、その指示を受

けて処理すること。 



別紙「業務概要」 

 

１ 適用区域 

秋田市公共下水道区域（臨海処理区および太平山処理区）および農業集落排

水事業区域の全域とする。  

 

２ 管理区域面積（令和８年３月末時点） 

公共下水道事業区域：8,212ha 

農業集落排水事業区域：281ha 

 

３ 対象施設 

本業務は、委託者が所管している下水道管路施設（管きょ、マンホール、マ

ンホール蓋、汚水桝、雨水浸透桝、取付管、排水樋門樋管等）を対象とする。

ただし、機械電気設備の維持管理は対象外とする。 

管理区域内の所管施設の概算数（令和８年３月末時点）は、以下のとおりで

ある。  

 

     下水道管きょの延長   約  1,810 km  

     マンホールの基数    約  53,800 基  

   公共桝         約 135,200 箇所 

   取付管         約 421,000 ｍ 

     排水樋門樋管          100 箇所 

 

なお、対象施設には、業務の履行期間内に整備又は移管等により委託者所管

施設となったものを含むものとする。また、上記の詳細については、委託者に

確認すること。 

  



４ 委託業務内容 

【維持管理業務】 

業務内容 単位 数量 実施頻度 

点検業務（マンホール等） 箇所 600 １回／年 

点検業務（排水樋門樋管 法定点検） 

点検業務（排水樋門樋管 通常点検） 
箇所 

21 

79 

１回／年 

調査業務（管路等） ㎞ 24 

固定費 

本管ＴＶカメラ調査 

19.6km 

目視調査         4.4km 

高圧洗浄車清掃工 20.6km 

土砂深率５％ 

汚泥運搬 200 ㎥ 

変動費 

高圧洗浄車清掃工 

土砂深率 25％（想定値） 

汚泥運搬 250 ㎥（想定

値） 

 

 

 

管きょ維持管理業務 

管路等調査 

（材料費・機械損料費） 

 

 

 

 

式 １ 

固定費 

ＴＶカメラ搭載車 

（２ｔ)（取付） 

100 時間／年（想定値） 

ライトバン（目視等） 

250 時間／年（想定値） 

変動費 

ＴＶカメラ搭載車 

（２ｔ)（取付） 

50 時間／年（想定値） 

ライトバン（目視等） 

50 時間／年（想定値） 



業務内容 単位 数量 実施頻度 

管きょ維持管理業務 

管路等清掃 

（材料費・機械損料費） 

式 １ 

固定費 

高圧洗浄車運転工 

440 時間／年（想定値） 

揚泥車運転工 

20 時間／年（想定値） 

変動費 

高圧洗浄車運転工 

60 時間／年（想定値） 

管きょ維持管理業務 

応急修繕業務 

（材料費・機械損料費） 

式 １ 

固定費 

全天候型常温合材 

750 袋／年（想定値） 

再生クラッシャーラン 

30 ㎥／年（想定値） 

タンパ運転工 

750 時間／年（想定値） 

ダンプトラック運転 

２ｔ 

500 時間／年（想定値） 

変動費 

全天候型常温合材 

250 袋／年（想定値） 

再生クラッシャーラン 

12 ㎥／年（想定値） 

タンパ運転工 

250 時間／年（想定値） 

ダンプトラック運転 

２ｔ 

150 時間／年（想定値） 

草刈業務 ㎡ 61,691 
61,691 ㎡／年（年２回

計） 

 

  



【修繕業務】 

業務内容 単位 数量 備 考 

緊急修繕（小破修繕）業務 式 １ 

小破（１件 50 万円未

満）：140 件／年（想定

値） 

小破（１件 50 万円以

上）：40 件／年（想定

値） 

80,000 千円（税込）／

年 

計画的修繕業務 式 １ 
30,000 千円（税込）／

年 

 

【問題解決業務】 

業務内容 単位 数量 実施頻度 

雨天時放流水質調査業務 箇所 ３ 

13 検体／箇所・年 

採水回数１回／年 

分析・解析回数１回／年 

 

【住民対応業務】 

業務内容 単位 数量 備 考 

通報初動対応業務（固定費） 式 １ 

作業員構成 

通年：土木一般世話役、

普通作業員×２、交通誘

導員の１班体制 

６月から９月まで：２班

体制 

通報初動対応業務（変動費） 式 １ 

作業員構成は固定費と

同じ。 

平日夜間(17:15～

22:00) 

70 時間／年（想定値） 

平日夜間（22:00～5:00) 

10 時間／年（想定値） 

平日夜間（5:00～8:30) 

10 時間／年（想定値） 

休日日中（8:30～17:15) 



業務内容 単位 数量 備 考 

70 時間／年（想定値） 

休 日 夜 間 （ 17:15 ～

22:00) 

30 時間／年（想定値） 

休日夜間（22:00～5:00) 

10 時間／年（想定値） 

休日夜間（5:00～8:30) 

10 時間／年（想定値） 

非常時緊急対応業務 式 １ ３回／年（想定値） 

 

【計画業務】 

業務内容 単位 数量 備 考 

ストックマネジメント計画見直し

業務 
式 １ 

１回／４年 

 

【設計業務】 

業務内容 単位 数量 備 考 

詳細設計業務 式 １ 
70,000 千円（税込）／

年 

 

【統括管理業務】 

業務内容 単位 数量 備 考 

一元管理業務 式 １ 12 ヵ月／年 

データ管理業務 式 １  

 

  



別紙「委託者又は受託者が負担する費用」 

 

本業務を履行するに当たり、委託者がその費用を直接負担し、受託者が無償

で使用できるものと、受託者がその負担により調達するものの区分は、次の表

のとおりとする。なお、明示されていない事項については、委託者と受託者の

協議のうえ処理するものとし、緊急を要する場合については委託者の指示に従

うものとする。 

 

委託者が負担するもの 

区 分 内 容 

光熱費等 業務を実施する主たる事務所「川口汚水中継ポンプ場」の執務

室の電気設備、ガス設備、給排水設備の使用に係る光熱水費お

よびこれらの設備の維持管理費 

修繕等維持管理

費 

業務を実施する主たる事務所「川口汚水中継ポンプ場」の建物

およびその付帯設備の修繕等維持管理に係る費用（受託者の

故意又は過失に起因して必要となる修繕等を除く。） 

清掃費 業務を実施する主たる事務所「川口汚水中継ポンプ場」の清掃

に係る経費 

消防機器点検費 業務を実施する主たる事務所「川口汚水中継ポンプ場」の消防

機器点検に係る経費 

システム端末 下水道台帳管理システムおよび維持管理履歴システムが組み

込まれているタブレット端末 

※台数は契約後、委託者が決定する 

システム関連費 １ 下水道台帳管理システムおよび維持管理履歴システムに

係る経費 

２ 下水道台帳管理システムおよび維持管理履歴システム用

端末機の定期保守部品 

３ 回線使用料 

４ 保守費 

 

  



受託者が負担するもの 

区 分 内 容 

被服等 従事者用の制服、名札、顔写真 

（顔写真のサイズは契約後、別途指示する。） 

消耗品 筆記用具、ノート、ゴム印等の事務用品 

事務用什器 業務事務所に必要な事務用什器類（机、椅子、キャビネッ

ト、ロッカー等）およびその維持管理費 

通信費 業務実施に必要な電話、ファックス等に係る経費 

事務用機器 業務実施に必要な複写機その他の事務用機器の調達に要す

る費用およびこれらの機器に要する消耗品費（トナー、コ

ピー用紙等）、機器設置に要する工事費・設置費、通信費な

らびに維持管理費 

受託者が任意に

設置するＰＣ等

の情報機器 

機器の設置に当たっては以下の条件に従うこと。 

１ 情報機器を設置しようとする場合は、委託者に事前に

届け出るとともに、委託者の要請に応じて機器の設定情

報等を提供すること。 

２ 秋田市上下水道局情報セキュリティポリシー等に準じ

た機器構成とし、セキュリティ面の脆弱性を排除したう

えで使用すること。 

３ 受託者が設置する情報機器を委託者が敷設するＬＡＮ

には接続しないこと。 

４ 個人情報を含むデータは、委託者設置のＰＣ内でのみ

取り扱うものとし、受託者が任意に設置する情報機器で

取り扱うことは一切禁止する 

その他 その他、委託者が負担するもの以外で業務上必要な備品・

消耗品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙「業務実施体制」 

 

１ 業務全般 

(1) 受託者は、業務の履行期間内において、次の条件を満足できる体制をとら

なければならない。 

ア 全業務履行期間内 

受託者は、常に委託者から指示を受けることができる体制を取ること。 

イ 開庁時間内（平日日中 8:30～17:15） 

受託者は、委託者からの電話対応と最低１班（１班あたり複数の従事者

で構成）が速やかに臨場対応できる体制を取ること。 

ウ 開庁時間外（休日および平日夜間 17:15～翌 8:30） 

受託者は、委託者、宿直等からの電話対応と最低１班（１班あたり複数

の従事者で構成）が速やかに臨場対応できる体制を取ること。 

(2) 受託者は、契約締結後、速やかに、業務全体の統括を担う者として、統括

責任者を定めなければならない。 

(3) 統括責任者は、専任（秋田市の他業務との兼務は可）とする。なお、統括

管理業務以外の業務責任者、管理技術者、照査技術者又は主任技術者との兼

務は行ってはならない。 

(4) 受託者は、個人情報を適正に管理させるために、個人情報管理責任者を配

置し、書面で氏名その他委託者が指示する事項を速やかに委託者に届け出な

ければならない。 

(5) 受託者は、関係法令等に基づき、本業務の実施に必要な有資格者を配置す

ること。 

(6) 受託者は、善良なる業務従事者を選定し、秩序正しい業務を行わせ、かつ、

熟練を要する作業には、相当の経験を有する者を従事させなければならない。 

(7) 受託者は、適正な業務の進捗を図るとともに、そのために必要十分な業務

従事者を配置しなければならない。 

(8) 受託者は、業務を第三者へ委託する場合は、業務の履行に先立ち、再委託

先の名称、再委託の種類、金額、期間、範囲および理由ならびに再委託先に

対する指導方法等について、書面により事前に委託者に届け出なければなら

ない。また、業務の履行期間中に再委託先を変更する場合も同様である。  

(9) 委託者は、業務の実施に当たり、著しく不適当であると認められる再委託

先について、交代を命ずることがある。この場合、受託者は直ちに必要な措

置を講じなければならない。 

(10) 受託者は、委託者が発行する身分証明書を常に携行し、業務に従事しなけ

ればならない。 

(11) 受託者は、業務の履行に必要な機材を受託者の責任と負担において準備

しなければならない。現場条件等を踏まえ、迅速な対応が執れるよう準備す



ること。 

 

２ 配置技術者 

(1) 受託者は、契約締結後、配置技術者に関する指定通知書等を速やかに委託

者へ提出しなければならない。 

(2) ＰＰＰ代理人は、代表企業から配置するものとし、本業務の契約について

委託者と協議を行うとともに委託者から支払われた報酬を構成員へ分配する

ものとする。 

(3) 統括責任者は、委託者との連絡窓口となり、本業務を統括的に管理、運営

するほか、本業務に関し、受託者の業務に限り一切の権限を行使することが

できるものとする。 

(4) 統括責任者は、統括管理業務に従事する者の技術上の指導監督を担うもの

とし、専任（秋田市の他業務との兼務は可）とする。また、統括責任者とＰ

ＰＰ代理人は、兼務してもよいこととするが、統括管理業務以外の業務責任

者、管理技術者、照査技術者又は主任技術者との兼務は行ってはならない。 

(5) 維持管理業務、問題解決業務および住民対応業務については、それぞれ業

務責任者を、修繕業務については主任技術者を配置するものとする。また、

各業務間における業務責任者および主任技術者の兼務は可とする。 

(6) 計画業務および設計業務については、それぞれ管理技術者および照査技術

者を配置するものとする。 

(7) 同一人が計画業務又は設計業務の管理技術者又は照査技術者を兼ねること

はできる。ただし、同一業務の管理技術者と照査技術者を兼ねることはでき

ない。 

(8) 各業務の業務責任者、管理技術者および主任技術者は、業務に従事する者

の技術上の指導監督を担うものとする。 

(9) 受託者は、本業務の実施に当たり、業務責任者等の他、関係諸法令等に基

づき、本業務の実施に必要な有資格者を配置しなければならない。各業務に

おける配置技術者が必要とする資格は、別紙「配置技術者の資格要件」に示

すとおり。 

(10) 受託者は、管路内の作業を行う場合は、酸素欠乏危険作業主任者を定め、

現場に常駐させ、所定の業務に従事させなければならない。 

(11) 受託者は、資格を必要とする諸機械を取り扱う場合は、必ず有資格者を充

てるものとし、かつ、必要に応じて誘導員を配置するものとする。 

(12) 受託者は、善良な作業員を選定し、秩序正しい業務を行わせ、かつ、熟練

を要する作業には、相当の経験を有する者を従事させなければならない。 

(13) 受託者は、適正な業務の進捗を図るとともに、そのために必要な十分な作

業員を配置しなければならない。 



別紙「配置技術者の資格要件」 

 

１ 業務責任者 

各業務の業務責任者は、以下の表に示すいずれかの資格を有する者を配置し

なければならない。なお、業務責任者は、他の業務の業務責任者、管理技術者、

照査技術者又は主任技術者と兼務可能とする。ただし、統括管理業務の業務責

任者（統括責任者）は、他業務の業務責任者、管理技術者、照査技術者又は主

任技術者と兼務することはできない。 

 

業務 

必
要
人
数
（
人
） 

資格 

大分類 中分類 

技
術
士
（
総
合
技
術
監
理
部
門
（
下
水
道
）
） 

技
術
士
（
上
下
水
道
部
門
（
下
水
道
）
） 

技
術
士
（
総
合
技
術
監
理
部
門
（
河
川
、
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋
）
） 

技
術
士
（
建
設
部
門
（
河
川
、
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋
）
） 

Ｒ
Ｃ
Ｃ
Ｍ
（
下
水
道
） 

下
水
道
管
路
管
理
総
合
技
士 

下
水
道
管
路
管
理
主
任
技
士 

１
級
土
木
施
工
管
理
技
士 

２
級
土
木
施
工
管
理
技
士 

１
級
・
２
級
造
園
施
工
管
理
技
士 

下
水
道
法
第
22
条
の
有
資
格
者 

下
水
道
管
理
技
術
認
定
（
管
路
施
設
） 

維持管

理業務 

・点検業務（マン

ホール等） 
１ 〇 〇   〇 〇 〇 〇 〇  〇 

 

・点検業務（排水

樋門樋管） 
１ ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ● 

 

・調査業務 １ 〇 〇   〇 〇 〇 〇 〇  〇  

・管きょ維持管理

業務 
１ 〇 〇   〇 〇 〇 〇 〇  〇 

 

・草刈業務 １             



業務 

必
要
人
数
（
人
） 

資格 

大分類 中分類 

技
術
士
（
総
合
技
術
監
理
部
門
（
下
水
道
）
） 

技
術
士
（
上
下
水
道
部
門
（
下
水
道
）
） 

技
術
士
（
総
合
技
術
監
理
部
門
（
河
川
、
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋
）
） 

技
術
士
（
建
設
部
門
（
河
川
、
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋
）
） 

Ｒ
Ｃ
Ｃ
Ｍ
（
下
水
道
） 

下
水
道
管
路
管
理
総
合
技
士 

下
水
道
管
路
管
理
主
任
技
士 

１
級
土
木
施
工
管
理
技
士 

２
級
土
木
施
工
管
理
技
士 

１
級
・
２
級
造
園
施
工
管
理
技
士 

下
水
道
法
第
22
条
の
有
資
格
者 

下
水
道
管
理
技
術
認
定
（
管
路
施
設
） 

問題解

決業務 

・雨天時放流水質

調査業務 
１ 〇 〇   〇 〇 〇    

  

住民対

応業務 

・通報初動対応業

務 
１ 〇 〇   〇 〇 〇 〇 〇  

  

・非常時緊急対応

業務 
１ 〇 〇   〇 〇 〇 〇 〇  

  

統括管

理業務 

・一元管理業務 １ 〇 〇    〇 〇 〇 〇  〇 〇 

・データ管理業務 １ 〇 〇    〇 〇 〇 〇  〇 〇 

※ 〇：丸印がついている項目のいずれかの資格が必要 

●：業務責任者は通常点検を実施する（法定点検は管理技術者が実施する）。 

 



２ 管理技術者 

各業務の管理技術者は、以下の表に示すいずれかの資格を有する者を配置

しなければならない。なお、同一人が各業務の管理技術者を兼務することは

できるが、同一業務の管理技術者と照査技術者を兼務することはできない。 

 

業務 

必
要
人
数
（
人
） 

資格 

大分類 中分類 

技
術
士
（
総
合
技
術
監
理
部
門
（
下
水
道
）
） 

技
術
士
（
上
下
水
道
部
門
（
下
水
道
）
） 

技
術
士
（
総
合
技
術
監
理
部
門
（
河
川
、
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋
）
） 

技
術
士
（
建
設
部
門
（
河
川
、
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋
）
） 

Ｒ
Ｃ
Ｃ
Ｍ
（
下
水
道
） 

下
水
道
管
路
管
理
総
合
技
士 

下
水
道
管
路
管
理
主
任
技
士 

１
級
土
木
施
工
管
理
技
士 

２
級
土
木
施
工
管
理
技
士 

１
級
・
２
級
造
園
施
工
管
理
技
士 

下
水
道
法
第
22
条
の
有
資
格
者 

建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
登
録
規
程
第
３
条
第
１
号
ロ
に
該
当
す
る
も
の

（
下
水
道
に
限
る
） 

維持管

理業務 

・点検業務（排水

樋門樋管） 
   〇 〇         

計画業

務 

・ストックマネジ

メント計画見直

し業務 

１ 〇 〇         
  

設計業

務 
・詳細設計業務 １ 〇 〇   〇      

 
〇 

※ 〇：丸印がついている項目のいずれかの資格が必要 

 

 

  



３ 照査技術者 

各業務の照査技術者は、以下の表に示すいずれかの資格を有する者を配置

しなければならない。なお、同一人が各業務の照査技術者を兼務することはで

きるが、同一業務の管理技術者と照査技術者を兼務することはできない。 

 

業務 

必
要
人
数
（
人
） 

資格 

大分類 中分類 

技
術
士
（
総
合
技
術
監
理
部
門
（
下
水
道
）
） 

技
術
士
（
上
下
水
道
部
門
（
下
水
道
）
） 

技
術
士
（
総
合
技
術
監
理
部
門
（
河
川
、
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋
）
） 

技
術
士
（
建
設
部
門
（
河
川
、
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋
）
） 

Ｒ
Ｃ
Ｃ
Ｍ
（
下
水
道
） 

下
水
道
管
路
管
理
総
合
技
士 

下
水
道
管
路
管
理
主
任
技
士 

１
級
土
木
施
工
管
理
技
士 

２
級
土
木
施
工
管
理
技
士 

１
級
・
２
級
造
園
施
工
管
理
技
士 

建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
登
録
規
程
第
３
条
第
１
号
ロ
に
該
当
す
る
も
の

（
下
水
道
に
限
る
） 

計画業

務 

・ストックマネジ

メント計画見直

し業務 

１ 〇 〇         
 

設計業

務 
・詳細設計業務 １ 〇 〇   〇      〇 

※ 〇：丸印がついている項目のいずれかの資格が必要 

  



４ 主任技術者 

各業務の主任技術者は、以下の表に示すいずれかの資格を有する者を配置し

なければならない。なお、主任技術者は、業務責任者、管理技術者又は照査技

術者と兼務可能とする。 

 

業務 

必
要
人
数
（
人
） 

資格 

大分類 中分類 

技
術
士
（
総
合
技
術
監
理
部
門
（
下
水
道
）
） 

技
術
士
（
上
下
水
道
部
門
（
下
水
道
）
） 

技
術
士
（
総
合
技
術
監
理
部
門
（
河
川
、
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋
）
） 

技
術
士
（
建
設
部
門
（
河
川
、
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋
）
） 

Ｒ
Ｃ
Ｃ
Ｍ
（
下
水
道
） 

下
水
道
管
路
管
理
総
合
技
士 

下
水
道
管
路
管
理
主
任
技
士 

１
級
土
木
施
工
管
理
技
士 

２
級
土
木
施
工
管
理
技
士 

１
級
・
２
級
造
園
施
工
管
理
技
士 

下
水
道
法
第
22
条
の
有
資
格
者 

下
水
道
管
理
技
術
認
定
（
管
路
施
設
） 

修繕業

務 

・緊急修繕（小破

修繕）業務 
１ 〇 〇      〇 〇  

  

・計画的修繕業務 １ 〇 〇      〇 〇    

 

  



５ 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者又は第２種酸素欠乏危険作業主任者 

点検、調査等の現場作業を実施する場合は、酸素欠乏・硫化水素危険作業主

任者又は第２種酸素欠乏危険作業主任者の資格を有する者を１名以上現場に

配置しなければならない。 

 

６ 修繕業務の配置技術者 

修繕業務の工事の実施においては、建設業法等の定めに従い、主任技術者を

配置することとする。なお、配置技術者の専任要件等については、秋田市上下

水道局下水道工事共通仕様書（令和８年４月１日以降適用）に定めるところに

よる。 

  



参考「下水道に関する資格の評価」 

 
  

業
務

管
理

照
査

主
任

責
任

者
技

術
者

技
術

者
技

術
者

1

技
術

士
（

総
合

技
術

監
理

部
門

（
下

水
道

）
）

国
文

部
科

学
省

技
術

士
法

第
３

２
条

第
１

項
の

登
録

を
受

け
、

技
術

士
の

名
称

を
用

い
て

、
科

学
技

術
に

関
す

る
高

等
の

専
門

的
応

用
能

力
を

必
要

と
す

る
事

項
に

つ
い

て
の

計
画

、
研

究
、

設
計

、
分

析
、

試
験

、
評

価
又

は
こ

れ
ら

に
関

す
る

指
導

の
業

務
を

行
う

者
。

【
技

術
士

の
定

義
】

・ ・

技
術

士
補

取
得

後
7
年

を
超

え
る

実
務

経
験

1
0
年

を
超

え
る

実
務

経
験

（
大

学
卒

業
後

）

・
技

術
士

法
に

基
づ

き
科

学
技

術
に

関
す

る
高

等
の

専
門

的
応

用
能

力
（

総
合

技
術

監
理

部
門

に
お

い
て

は
総

合
的

な
監

理
・

調
整

能
力

）
を

有
す

る
こ

と
が

認
め

ら
れ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

維
持

管
理

・
問

題
解

決
・

住
民

対
応

・
計

画
・

設
計

業
務

に
係

わ
る

業
務

責
任

者
、

ス
ト

ッ
ク

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

計
画

見
直

し
・

詳
細

設
計

業
務

の
管

理
・

照
査

技
術

者
、

お
よ

び
修

繕
業

務
の

主
任

技
術

者
に

適
用

可
能

と
評

価
す

る
。

業
務

責
任

者
・

点
検

業
務

（
マ

ン
ホ

ー
ル

等
）

・
点

検
業

務
（

排
水

樋
門

樋
管

）
・

調
査

業
務

・
管

き
ょ

維
持

管
理

業
務

・
雨

天
時

放
流

水
質

調
査

業
務

・
通

報
初

動
対

応
業

務
・

非
常

時
緊

急
対

応
業

務
・

一
元

管
理

業
務

・
デ

ー
タ

管
理

業
務

管
理

技
術

者
・

照
査

技
術

者
・

ス
ト

ッ
ク

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

計
画

見
直

し
業

務
・

詳
細

設
計

業
務

主
任

技
術

者
・

修
繕

業
務

●
●

●
●

2

技
術

士
（

上
下

水
道

部
門

（
下

水
道

）
）

国

〃
〃

・ ・

技
術

士
補

取
得

後
4
年

を
超

え
る

実
務

経
験

7
年

を
超

え
る

実
務

経
験

（
大

学
卒

業
後

）

・
技

術
士

法
に

基
づ

き
科

学
技

術
に

関
す

る
高

等
の

専
門

的
応

用
能

力
を

有
す

る
こ

と
が

認
め

ら
れ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

維
持

管
理

・
問

題
解

決
・

住
民

対
応

・
統

括
管

理
・

計
画

・
設

計
業

務
に

係
わ

る
主

任
技

術
者

、
ス

ト
ッ

ク
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
計

画
見

直
し

・
詳

細
設

計
業

務
の

管
理

・
照

査
技

術
者

、
お

よ
び

修
繕

業
務

の
主

任
技

術
者

に
適

用
可

能
と

評
価

す
る

。

業
務

責
任

者
・

点
検

業
務

（
マ

ン
ホ

ー
ル

等
）

・
点

検
業

務
（

排
水

樋
門

樋
管

）
・

調
査

業
務

・
管

き
ょ

維
持

管
理

業
務

・
雨

天
時

放
流

水
質

調
査

業
務

・
通

報
初

動
対

応
業

務
・

非
常

時
緊

急
対

応
業

務
・

一
元

管
理

業
務

・
デ

ー
タ

管
理

業
務

管
理

技
術

者
・

照
査

技
術

者
・

ス
ト

ッ
ク

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

計
画

見
直

し
業

務
・

詳
細

設
計

業
務

主
任

技
術

者
・

修
繕

業
務

●
●

●
●

3

技
術

士
（

総
合

技
術

監
理

部
門

（
河

川
、

砂
防

及
び

海
岸

・
海

洋
）

）

国
文

部
科

学
省

技
術

士
法

第
３

２
条

第
１

項
の

登
録

を
受

け
、

技
術

士
の

名
称

を
用

い
て

、
科

学
技

術
に

関
す

る
高

等
の

専
門

的
応

用
能

力
を

必
要

と
す

る
事

項
に

つ
い

て
の

計
画

、
研

究
、

設
計

、
分

析
、

試
験

、
評

価
又

は
こ

れ
ら

に
関

す
る

指
導

の
業

務
を

行
う

者
。

【
技

術
士

の
定

義
】

・ ・

技
術

士
補

取
得

後
7
年

を
超

え
る

実
務

経
験

1
0
年

を
超

え
る

実
務

経
験

（
大

学
卒

業
後

）

・
技

術
士

法
に

基
づ

き
河

川
・

砂
防

等
に

関
す

る
高

等
の

専
門

的
応

用
能

力
（

総
合

技
術

監
理

部
門

に
お

い
て

は
総

合
的

な
監

理
・

調
整

能
力

）
を

有
す

る
こ

と
が

認
め

ら
れ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

点
検

業
務

（
排

水
樋

門
樋

管
）

に
係

わ
る

業
務

責
任

者
・

管
理

技
術

者
に

適
用

可
能

と
評

価
す

る
。

・
点

検
業

務
（

排
水

樋
門

樋
管

）

●
●

4

技
術

士
（

建
設

部
門

（
河

川
、

砂
防

及
び

海
岸

・
海

洋
）

）

国

〃
〃

・ ・

技
術

士
補

取
得

後
4
年

を
超

え
る

実
務

経
験

7
年

を
超

え
る

実
務

経
験

（
大

学
卒

業
後

）

・
技

術
士

法
に

基
づ

き
河

川
・

砂
防

等
に

関
す

る
高

等
の

専
門

的
応

用
能

力
を

有
す

る
こ

と
が

認
め

ら
れ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

点
検

業
務

（
排

水
樋

門
樋

管
）

に
係

わ
る

業
務

責
任

者
・

管
理

技
術

者
に

適
用

可
能

と
評

価
す

る
。

・
点

検
業

務
（

排
水

樋
門

樋
管

）

●
●

5

Ｒ
Ｃ

Ｃ
Ｍ

（
下

水
道

）
民

間
一

般
社

団
法

人
建

設
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ツ

協
会

建
設

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
等

業
務

に
係

わ
る

責
任

あ
る

技
術

者
と

し
て

、
業

務
の

適
正

な
執

行
を

監
理

す
る

者
、

業
務

に
関

す
る

技
術

上
の

事
項

を
処

理
す

る
者

、
ま

た
は

業
務

成
果

の
照

査
の

任
に

当
た

る
者

。
【

R
C
C
M
規

定
 
第

3
条

】

・ ・

7
年

を
超

え
る

実
務

経
験

（
大

学
卒

業
後

）

1
1
年

を
超

え
る

実
務

経
験

（
高

校
卒

業
後

）

・
国

土
交

通
省

登
録

資
格

と
し

て
建

設
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

業
務

の
管

理
・

技
術

上
の

処
理

・
照

査
を

行
う

能
力

が
認

め
ら

れ
て

い
る

た
め

、
維

持
管

理
・

問
題

解
決

・
住

民
対

応
に

係
わ

る
業

務
責

任
者

、
お

よ
び

詳
細

設
計

業
務

の
管

理
・

照
査

技
術

者
に

適
用

可
能

と
評

価
す

る
。

業
務

責
任

者
・

点
検

業
務

（
マ

ン
ホ

ー
ル

等
）

・
点

検
業

務
（

排
水

樋
門

樋
管

）
・

調
査

業
務

・
管

き
ょ

維
持

管
理

業
務

・
雨

天
時

放
流

水
質

調
査

業
務

・
通

報
初

動
対

応
業

務
・

非
常

時
緊

急
対

応
業

務
管

理
技

術
者

・
照

査
技

術
者

・
詳

細
設

計
業

務

●
●

●

6

下
水

道
管

路
管

理
総

合
技

士
民

間
公

益
社

団
法

人
日

本
下

水
道

管
路

管
理

業
協

会
下

水
道

及
び

下
水

道
管

路
施

設
に

関
し

て
高

度
な

専
門

知
識

と
見

識
を

有
し

、
業

務
に

関
し

て
的

確
な

判
断

が
で

き
、

安
全

衛
生

、
教

育
等

に
つ

い
て

指
導

監
督

が
で

き
る

ほ
か

維
持

管
理

計
画

等
を

立
案

し
、

必
要

な
技

術
提

案
が

出
来

る
者

。
【

資
格

の
種

類
と

水
準

】

・ ・

7
年

以
上

の
実

務
経

験

技
術

士
第

一
次

試
験

（
上

下
水

道
部

門
）

も
し

く
は

技
術

士
第

二
次

試
験

（
上

下
水

道
部

門
（

選
択

科
目

：
下

水
道

）
）

の
合

格
者

、
日

本
下

水
道

事
業

団
の

下
水

道
管

理
技

術
認

定
試

験
（

管
路

施
設

）
合

格
者

、
日

本
下

水
道

事
業

団
の

下
水

道
技

術
検

定
（

第
１

種
・

第
２

種
・

第
３

種
技

術
検

定
の

い
ず

れ
か

）
の

合
格

者
の

い
ず

れ
か

を
有

す
る

者

・
協

会
規

定
に

よ
り

、
下

水
道

管
路

施
設

の
維

持
管

理
計

画
の

立
案

、
技

術
提

案
、

お
よ

び
現

場
の

指
導

監
督

が
で

き
る

高
度

な
専

門
知

識
・

見
識

を
有

す
る

と
認

定
さ

れ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
維

持
管

理
・

問
題

解
決

・
住

民
対

応
・

統
括

管
理

業
務

に
係

わ
る

業
務

責
任

者
、

お
よ

び
修

繕
業

務
の

主
任

技
術

者
に

適
用

可
能

と
評

価
す

る
。

業
務

責
任

者
・

点
検

業
務

（
マ

ン
ホ

ー
ル

等
）

・
点

検
業

務
（

排
水

樋
門

樋
管

）
・

調
査

業
務

・
管

き
ょ

維
持

管
理

業
務

・
雨

天
時

放
流

水
質

調
査

業
務

・
通

報
初

動
対

応
業

務
・

非
常

時
緊

急
対

応
業

務
・

一
元

管
理

業
務

・
デ

ー
タ

管
理

業
務

●

7

下
水

道
管

路
管

理
主

任
技

士
民

間

〃

下
水

道
及

び
下

水
道

管
路

施
設

に
関

し
て

専
門

知
識

を
有

し
、

専
門

技
士

や
作

業
員

等
に

適
切

な
指

示
を

与
え

、
業

務
を

適
切

に
実

行
で

き
る

ほ
か

、
施

工
(
業

務
)
計

画
書

や
成

果
報

告
書

の
作

成
が

で
き

る
者

。
【

資
格

の
種

類
と

水
準

】

・ ・

5
年

以
上

の
実

務
経

験

技
術

士
第

一
次

試
験

（
上

下
水

道
部

門
）

も
し

く
は

技
術

士
第

二
次

試
験

（
上

下
水

道
部

門
（

選
択

科
目

：
下

水
道

）
）

の
合

格
者

、
日

本
下

水
道

事
業

団
の

下
水

道
管

理
技

術
認

定
試

験
（

管
路

施
設

）
合

格
者

、
日

本
下

水
道

事
業

団
の

下
水

道
技

術
検

定
（

第
１

種
・

第
２

種
・

第
３

種
技

術
検

定
の

い
ず

れ
か

）
の

合
格

者
の

い
ず

れ
か

を
有

す
る

者

・
協

会
規

定
に

よ
り

、
下

水
道

管
路

施
設

の
専

門
知

識
を

有
し

、
現

場
へ

の
指

示
や

施
工

計
画

・
報

告
書

作
成

を
適

切
に

実
行

す
る

能
力

を
有

す
る

と
認

定
さ

れ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
維

持
管

理
・

問
題

解
決

・
住

民
対

応
・

統
括

管
理

業
務

に
係

わ
る

業
務

責
任

者
、

お
よ

び
修

繕
業

務
の

主
任

技
術

者
に

適
用

可
能

と
評

価
す

る
。

業
務

責
任

者
・

点
検

業
務

（
マ

ン
ホ

ー
ル

等
）

・
点

検
業

務
（

排
水

樋
門

樋
管

）
・

調
査

業
務

・
管

き
ょ

維
持

管
理

業
務

・
雨

天
時

放
流

水
質

調
査

業
務

・
通

報
初

動
対

応
業

務
・

非
常

時
緊

急
対

応
業

務
・

一
元

管
理

業
務

・
デ

ー
タ

管
理

業
務

●

受
験

要
件

N
o

業
務

種
類

評
価

資
格

名
称

種
別

所
管

内
容



 

  

業
務

管
理

照
査

主
任

責
任

者
技

術
者

技
術

者
技

術
者

8

１
級

土
木

施
工

管
理

技
士

国
国

土
交

通
省

建
設

業
法

に
基

づ
き

、
大

規
模

な
土

木
工

事
や

公
共

工
事

な
ど

の
施

工
現

場
に

お
い

て
、

工
程

・
安

全
・

品
質

等
の

施
工

管
理

を
統

括
し

、
監

理
技

術
者

等
と

し
て

適
切

な
施

工
の

確
保

や
責

任
あ

る
技

術
的

指
導

監
督

が
で

き
る

者
。

【
受

検
の

手
引

(1
級

第
一
次
検
定
・
第
二
次
検
定
)新

受
検
資
格
】

・
1
級

土
木

施
工

管
理

技
術

検
定

（
第

一
次

・
第

二
次

）
合

格
者

。
第

一
次

検
定

：
1
9
歳

以
上

。
第

二
次

検
定

：
第

一
次

検
定

合
格

（
技

士
補

）
お

よ
び

所
定

の
実

務
経

験
を

有
す

る
者

（
令

和
6
～

1
0
年

度
は

新
・

旧
受

検
資

格
あ

り
）

。

・
建

設
業

法
に

基
づ

く
国

家
資

格
と

し
て

、
土

木
工

事
に

お
け

る
施

工
計

画
、

工
程

、
品

質
、

安
全

管
理

等
の

施
工

管
理

能
力

を
有

し
、

一
定

の
要

件
を

満
た

す
場

合
に

は
監

理
技

術
者

と
し

て
工

事
を

統
括

で
き

る
資

格
で

あ
る

こ
と

か
ら

、
維

持
管

理
・

住
民

対
応

・
統

括
管

理
業

務
に

係
る

業
務

責
任

者
お

よ
び

修
繕

業
務

の
主

任
技

術
者

と
し

て
適

用
可

能
と

評
価

す
る

。

業
務

責
任

者
・

点
検

業
務

（
マ

ン
ホ

ー
ル

等
）

・
点

検
業

務
（

排
水

樋
門

樋
管

）
・

調
査

業
務

・
管

き
ょ

維
持

管
理

業
務

・
通

報
初

動
対

応
業

務
・

非
常

時
緊

急
対

応
業

務
・

一
元

管
理

業
務

・
デ

ー
タ

管
理

業
務

主
任

技
術

者
・

修
繕

業
務

●
●

9

２
級

土
木

施
工

管
理

技
士

国
国

土
交

通
省

建
設

業
法

に
基

づ
き

、
一

般
建

設
業

許
可

に
お

け
る

営
業

所
の

専
任

技
術

者
や

中
規

模
以

下
の

土
木

工
事

現
場

に
お

け
る

主
任

技
術

者
と

し
て

、
工

程
・

安
全

・
品

質
等

の
施

工
管

理
を

適
正

に
実

施
・

監
督

で
き

る
者

。
【

受
検

の
手

引
(
2
級

第
一

次
検

定
前

期
)
】

・
2
級

土
木

施
工

管
理

技
術

検
定

（
第

一
次

・
第

二
次

）
合

格
資

格
。

第
一

次
：

1
7
歳

以
上

、
第

二
次

：
第

一
次

合
格

＋
所

定
の

実
務

経
験

。

・
建

設
業

法
に

基
づ

く
国

家
資

格
と

し
て

、
土

木
工

事
に

お
け

る
施

工
計

画
、

工
程

、
品

質
、

安
全

管
理

等
の

施
工

管
理

能
力

を
有

し
、

主
任

技
術

者
と

し
て

工
事

の
施

工
管

理
を

担
う

こ
と

が
で

き
る

資
格

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

維
持

管
理

・
住

民
対

応
・

統
括

管
理

業
務

に
係

る
業

務
責

任
者

お
よ

び
修

繕
業

務
の

主
任

技
術

者
と

し
て

適
用

可
能

と
評

価
す

る
。

業
務

責
任

者
・

点
検

業
務

（
マ

ン
ホ

ー
ル

等
）

・
点

検
業

務
（

排
水

樋
門

樋
管

）
・

調
査

業
務

・
管

き
ょ

維
持

管
理

業
務

・
通

報
初

動
対

応
業

務
・

非
常

時
緊

急
対

応
業

務
・

一
元

管
理

業
務

・
デ

ー
タ

管
理

業
務

主
任

技
術

者
・

修
繕

業
務

●
●

1
0

下
水

道
法

第
2
2
条

の
有

資
格

者
(
下

水
道

法
施

行
令

第
1
5
条

)
国

(
下

水
道

法
)

（
設

計
者

等
の

資
格

）
第

二
十

二
条

　
公

共
下

水
道

管
理

者
は

、
公

共
下

水
道

を
設

置
し

、
又

は
改

築
す

る
場

合
（

政
令

で
定

め
る

場
合

を
除

く
。

）
に

お
い

て
は

、
そ

の
設

計
（

そ
の

者
の

責
任

に
お

い
て

設
計

図
書

を
作

成
す

る
こ

と
を

い
う

。
）

又
は

そ
の

工
事

の
監

督
管

理
（

そ
の

者
の

責
任

に
お

い
て

工
事

を
設

計
図

書
と

照
合

し
、

そ
れ

が
設

計
図

書
の

と
お

り
に

実
施

さ
れ

て
い

る
か

ど
う

か
を

確
認

す
る

こ
と

を
い

う
。

）
に

つ
い

て
は

、
政

令
で

定
め

る
資

格
を

有
す

る
者

以
外

の
者

に
行

わ
せ

て
は

な
ら

な
い

。
２

　
公

共
下

水
道

管
理

者
は

、
公

共
下

水
道

の
維

持
管

理
の

う
ち

政
令

で
定

め
る

事
項

に
つ

い
て

は
、

政
令

で
定

め
る

資
格

を
有

す
る

者
以

外
の

者
に

行
な

わ
せ

て
は

な
ら

な
い

。

・ ・

(
下

水
道

工
学

を
履

修
し

た
大

学
卒

業
後

)
計

画
・

設
計

：
7
年

排
水

施
設

の
監

督
管

理
等

：
1
年

・
下

水
道

法
お

よ
び

同
施

行
令

に
基

づ
き

、
公

共
下

水
道

の
設

置
・

改
築

に
か

か
る

設
計

、
工

事
の

監
督

管
理

、
お

よ
び

維
持

管
理

を
行

う
た

め
の

法
的

な
要

件
（

資
格

）
を

満
た

し
て

い
る

こ
と

か
ら

、
統

括
管

理
業

務
に

係
る

業
務

責
任

者
と

し
て

適
用

可
能

と
評

価
す

る
。

業
務

責
任

者
・

点
検

業
務

（
マ

ン
ホ

ー
ル

等
）

・
点

検
業

務
（

排
水

樋
門

樋
管

）
・

調
査

業
務

・
管

き
ょ

維
持

管
理

業
務

・
一

元
管

理
業

務
・

デ
ー

タ
管

理
業

務
●

1
1

下
水

道
管

理
技

術
認

定
試

験
（

管
路

施
設

）
民

間
地

方
公

共
法

人
日

本
下

水
道

事
業

団
(
日

本
下

水
道

事
業

団
法

)

管
路

施
設

の
維

持
管

理
を

適
切

に
⾏
う

た
め

に
必

要
と

さ
れ

る

技
術

を
有

す
る

者
。

【
試

験
区

分
及

び
対

象
】

・
な

し
・

日
本

下
水

道
事

業
団

に
よ

る
認

定
試

験
に

基
づ

き
、

管
路

施
設

の
維

持
管

理
を

適
切

に
行

う
た

め
に

必
要

な
技

術
・

専
門

知
識

を
有

す
る

こ
と

が
証

明
さ

れ
て

い
る

こ
と

か
ら

、
統

括
管

理
業

務
に

係
る

業
務

責
任

者
と

し
て

適
用

可
能

と
評

価
す

る
。

業
務

責
任

者
・

一
元

管
理

業
務

・
デ

ー
タ

管
理

業
務

●

1
2

建
設

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
登

録
規

程
第

３
条

第
１

号
ロ

に
該

当
す

る
も

の
（

下
水

道
に

限
る

）

国
国

土
交

通
省

大
学

ま
た

は
高

等
専

門
学

校
等

を
卒

業
後

、
下

水
道

部
門

に
係

る
業

務
に

2
0
年

以
上

従
事

し
た

者
、

ま
た

は
同

規
程

の
別

表
に

定
め

る
要

件
を

満
た

し
、

国
土

交
通

大
臣

か
ら

技
術

士
と

同
程

度
の

知
識

お
よ

び
技

術
を

有
す

る
者

と
し

て
認

定
さ

れ
た

者
を

い
う

。
た

だ
し

、
総

合
技

術
監

理
部

門
の

技
術

士
第

二
次

試
験

合
格

者
は

除
か

れ
る

。
【

建
設

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
登

録
規

程
】

・
建

設
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

登
録

規
程

に
基

づ
き

、
下

水
道

部
門

に
お

い
て

技
術

士
と

同
等

以
上

の
知

識
お

よ
び

技
術

・
経

験
を

有
す

る
と

認
定

さ
れ

て
い

る
こ

と
か

ら
、

詳
細

設
計

業
務

に
お

け
る

管
理

・
照

査
技

術
者

と
し

て
適

用
可

能
と

評
価

す
る

。

管
理

技
術

者
・

照
査

技
術

者
・

詳
細

設
計

業
務

●
●

受
験

要
件

N
o

業
務

種
類

評
価

資
格

名
称

種
別

所
管

内
容



別紙「貸与資料等リスト」（貸与資料および貸与品） 

 

種 類 様 式 

下水道台帳 委託者が用意する下水道台帳管理システムによる 

下水道工事竣工図 委託者が用意する下水道台帳管理システムによる 

供用開始区域図 委託者が用意する下水道台帳管理システムによる 

維持管理情報 委託者が用意する過去の維持管理図書による 

 

  



別紙「参考図書」 

 

１ 秋田県土木部共通仕様書（上下水道編） 

２ 設計業務等委託共通仕様書 

３ 施工計画書作成マニュアル（土木工事編） 

４ 施工管理基準（土木編） 

５ 秋田市配管工事標準仕様書 

６ 下水道施設改築・修繕マニュアル（案）（日本下水道協会） 

７ 下水道施設維持管理積算要領 －管路施設編－（日本下水道協会） 

８ 下水道施設計画設計指針と解説（日本下水道協会） 

９ 下水道維持管理指針（日本下水道協会） 

10 下水道施設の耐震対策指針と解説（日本下水道協会） 

11 下水道の地震対策マニュアル（日本下水道協会） 

12 管更生の手引き（案）（日本下水道協会） 

13 下水道管きょ改築等の工法選定の手引き（案）（日本下水道協会） 

14 下水道管路施設腐食対策の手引き（案）（日本下水道協会） 

15 下水道管路施設テレビカメラ調査マニュアル（案）（日本下水道協会） 

16 水理公式集（土木学会） 

17 コンクリート標準示方書（土木学会） 

18 日本工業規格（JIS） 

19 日本下水道協会規格（JSWAS） 

20 道路橋示方書・同解説（日本道路協会） 

21 土木工学ハンドブック（土木学会） 

22 土質工学ハンドブック（土質工学会） 

23 水門鉄管技術基準（水門鉄管協会） 

24 道路構造令，同解説と運用（国土交通省，日本道路協会） 

25 下水道管路維持管理計画の策定に関する指針 

（JIS A 7501：2013）（日本規格協会） 

26 下水道管路施設の緊急点検実施マニュアル（案）（日本下水道協会） 

27 下水道管路施設維持管理マニュアル（日本下水道管路管理業協会） 

28 下水道管路施設維持管理積算資料（日本下水道管路管理業協会） 

29 下水道管路改築・修繕事業技術資料～調査から施工管理まで～ 

（下水道新技術推進機構） 

30 管きょ更生工法の品質管理技術資料（下水道新技術推進機構） 

31 管きょ更生工法（二層構造管）技術資料（下水道新技術推進機構） 

32 マンホールの改築及び修繕に関する設計の手引き（案） 

（日本下水道管路管理業協会） 

33 管きょの修繕に関する手引き（案）（日本下水道管路管理業協会） 



34 取付管の更生工法による設計の手引き（案）（日本下水道管路管理業協

会） 

35 下水道管路施設改築・修繕に関するコンサルティング・マニュアル（案） 

（管路診断コンサルタント協会） 

36 下水道管きょ改築・修繕にかかる調査・診断・設計実務必携 

（管路診断コンサルタント協会編集（経済調査会）） 

37 管きょ更生工法における設計・施工管理ガイドライン（案）（日本下水道

協会） 

38 マンホールの蓋等の取替に関する設計の手引き（案）（日本下水道管路管

理業協会） 

39 分流式下水道における雨天時浸入水対策計画の検討マニュアル 

（下水道新技術推進機構） 

40 下水道管路施設の点検・調査マニュアル（案）（日本下水道協会） 

41 下水道用マンホールふたの計画的な維持管理と改築に関する技術マニュア 

ル（下水道新技術推進機構） 

42 下水道コンクリート構造物の腐食抑制技術及び防食技術マニュアル 

（日本下水道事業団） 

 

  



別紙「リスク分担表」 

 

段

階 

リスクの種

類 
リスクの内容 

負担者 

委託者 受託者 

共 

 

 

 

通 

契約締結 委託者の責により契約を結べない、又

は契約手続に時間を要する場合 
○  

受託者の責により契約を結べない、又

は契約手続に時間を要する場合 
 ○ 

受託者に合理的な理由がなく、本委託

業務に直接関係する承認が得られない

場合 

 ○ 

法令等 の変

更 

本委託業務に直接関係する法令等の変

更 
○  

本委託業務に直接関係しない法令等の

変更 
 ○ 

税制の変更 本委託業務に関する新税制度の設立お

よび税率の変更 
○  

法人に課される税金のうち、その利益

に課されるものの税制度の変更 
 ○ 

第三者賠償 受託者の行った不適切な業務により第

三者に与えた損害 
 ○ 

上記以外の原因により第三者に与えた

損害 
○  

環境保全 受託者の行った不適切な業務に起因す

る、周辺水環境の悪化、騒音、振動、臭

気等の環境問題 

 ○ 

上記以外のもの ○  

事業中 止お

よび延期 

委託者の指示又は議会の不承認による

もの 
○  

委託者の債務不履行によるもの ○  

受託者の事業放棄および破産によるも

の 
 ○ 

物価金 利変

動 

履行期間中のインフレーションおよび

デフレーション 

 

○  

不可抗力 自然災害又は人為災害による中止又は

延期 
○  



段

階 

リスクの種

類 
リスクの内容 

負担者 

委託者 受託者 

維

持

管

理 

計画変更 委託者による事業内容又は用途の変更

に関するもの 
○  

業務量 の増

大 

自然災害もしくは人為災害又はその他

要因（広域に被害が生じる災害を除

く。）による業務の増大 

 ○ 

上記以外のもの ○  

修繕費 の増

大 

受託者の責による補修費の増大  ○ 

上記以外のもの ○  

施設損傷 受託者が行った不適切な業務に起因す

る施設等の損害 
 ○ 

上記以外 ○  

※ 上記以外のリスク分担については，協議のうえ定めるものとする。 

 

  



別紙「過去の実績資料」（参考値） 

 

業務 件数（過去５箇年） 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

管路等調査    件数 

時間 

127 120 140 156 549 

170 110 204 257 403 

管路等清掃    件数 

         時間 

396 311 304 253 346 

802 597 442 632 677 

応急修繕     件数 

         時間 

655 462 708 477 847 

992 743 1,054 859 1032 

小規模修繕   箇所数 

（小破等）    金額 

538 167 208 134 208 

121,018 

千円 

91,425 

千円 

95,061 

千円 

58,821 

千円 

100,253 

千円 

通報初動対応 

（平日日中）   件数 

 

967 

 

861 

 

936 

 

643 

 

667 

通報初動対応 

（休日および夜間）件数 

 

72 

 

57 

 

112 

 

93 

 

93 

非常時緊急対応業務  

３ 

 

０ 

 

２ 

 

０ 

 

０ 

 

 



特記仕様書１ 

マンホール点検業務に関する特記仕様書 

（業務場所） 
第１条 業務場所は、調査業務の対象管渠の前後のマンホールおよび次の位置図で示す５年

に１回の点検が必要な腐食の恐れが大きい箇所のマンホール等とし、詳細については

監督員の指示によるものとする。 



特記仕様書２ 

排水樋門樋管点検業務に関する特記仕様書 

（業務場所） 
第１条 業務場所は、秋田市内の河川（一級河川旭川ほか）における秋田市上下水道局管理の

河川構造物（水門・樋門・樋管）の内、堤外地が計画高水位より低い区域にゲートが設

置されている箇所（21 箇所）と堤外地が計画高水位より高い区域にゲートが設置され

ている箇所（79 箇所）とし、以下の位置図による。なお、詳細については監督員の指

示によるものとする。 



特記仕様書３ 

下水道敷地草刈業務に関する特記仕様書 

（業務場所） 
第１条 業務場所は下水道敷地 48 箇所とし、場所は次の位置図による。なお、詳細について

は監督員の指示によるものとする。 
 
 草刈個所図 北部・東部  

 



 草刈個所図 西部・南部  

 



特記仕様書４ 

雨天時放流水質調査業務に関する特記仕様書 

（業務場所） 
第１条 業務場所は、合流改善計画で定める３箇所の雨水吐口であり、解析については秋田

臨海処理センターを含むものである。場所は次の位置図による。なお、詳細については

監督員の指示によるものとする。 



特記仕様書５ 

非常時緊急対応業務に関する特記仕様書 

（業務場所） 
第１条 業務場所は以下の位置図による。降雨や河川の増水状況に応じ、必要な体制を整え

るとともに、常に迅速な対応を図る。夜間・休日等を問わず、必要に応じて，排水ポン

プや発電機の設置・撤去等の対応を実施する。なお、その他の詳細については監督員の

指示によるものとする。 
１ 新屋大川端帯状公園（雄物川左岸３号幹線関連） 

 

２ 横森一丁目付近（太平川３号幹線関連） 

 


